
IＳＳＮＯ２８８－８７３４

統計研究参考資料

Ｎｏ２７

ＥＣ諸国の産業連関構造（１）

－ＥＣ標準産業連関表の特性と分析一

１９８７年８月

法政大学

曰本統言十F升究所
鰯J塞一



まえがき

1．本稿は，ＥＣ統計局（Eurostat）が公表している＜ＥＣ標準産業連関表＞を紹介・検討

・分析したものである。国際比較が可能なようにフォーマットされた標準産業連関表は，

国連ＥＣＥのプロジェクトが最も有名であり，この『統計研究参考資料」でもN024(1985

年８月）で紹介されている。ＥＣ諸国の産業連関表はく国連ＥＣＥ標準産業連関表＞にも

含まれてはいるが，ＥＣ諸国産業連関構造を比較検討するにはＥＣ統計局の＜ＥＣ標準産

業連関表＞の方が，精度の高い分析が可能である。西ドイツのように部門分類はＥＣ基準

で、作成方法は国連新ＳＮＡ方式にほぼ従っている国もあるが，ＥＣ諸国は概ねＥＣ統計

局の方針に従っており，各国の提出した資料をもとにＥＣ統計局が調整をおこなっている

からである。国連ＥＣＥのＥＣ産業連関表や，ＥＣ諸国が国内で独自に作成している産業

連関表を利用する際にも，＜ＥＣ標準産業連関表＞の概要を知っておくことは有益である

し，また必要でもある。事実たとえばイタリア中央統計局が国内で作成する産業連関表は，

すべてＥＣ統計局の方針に従っている。

2．本稿の第１部「ＥＣ標準産業連関表の概要」は，ＥＣ統計局（Eurostat）産業連関表の

沿革や特Ｉ性・作成法などを検討している。特にＥＣ諸国が共通に課している付加価値税の

処理や，ＥＳＡ（EuropeanSystemofNationalAccount）方式ともいうべき副産物処

理は重要なポイントである。第２部「ＥＣ諸国の産業連関構造分析」では，定型的ないく

つかの分析手法で，ＥＣ諸国の産業連関構造について比較分析を試みた（以上(1)所収）。

また第３部では，各国表の問題点を検討するとともに，まだ正式には出版されていない

1980年ＥＣ標準産業連関表を，入手できた資料をもとに分析用に編集し，参考資料とし

ていくつかの国について掲載した（以上(2)所収)。

3．本稿の執筆及び資料編集は，良永康平（日本学術振興会特別研究員）が担当した。本稿

執筆にあたりPecciBoriani（ＥＣ統計局）やCarstenStahmer（ドイツ連邦統計局），

ReinerStaglin（ＤＩＷ研究所）から，未公表データをはじめさまざまな'情報を頂いた。

なお，本稿は昭和６２年度科学研究費奨励研究(A１（「ドイツ連邦共和国における産業連関

構造の分析」）による研究の一部である。

本資料が広く活用されれは幸いである。

法政大学日本統計研究所1987年８月
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第１部

ＥＣ標準産業連関表の概要





第１部ＥＣ標準産業連関表の概要

ＬＥＣ標準産業連関表の沿革

＜ＥＣ標準産業連関表＞は，ＥＣ諸国の統一規格産業連関表を作るという目的のもとに，

ＥＣ統計局（Eurostat：EuropeanStatisticalOffice，Luxembourg）が中心になって，Ｅ

Ｃ各国統計局と連携して作成している産業連関表である。すなわちＥＣ統計局が各国統計局

にさまざまな指令を送り，各国統計局はそれに基づいて，自国で作成している産業連関に関

する基礎データや産業連関表そのものを送付し、ＥＣ統計局が統一フォーマットにそって再

びそれを加工・処理して作成されたものが，ＥＣ統計局標準産業連関表である。この産業連

関表はまた，ヨーロッパ国民経済計算体系（ＥＳＡ：EuropeanSystemofNational

Accounts）の中核としても位置づけられている。

これまでに，以下の５つの産業連関表が公表されている。

1959年ＥＣ標準産業連関表

1965年ＥＣ標準産業連関表

1970年ＥＣ標準産業連関表

1975年ＥＣ標準産業連関表

1980年ＥＣ標準産業連関表

………もはや歴史的価値しかない。

（１９７０年公表）

００●●ＣＯＣ①● （１９７８年公表）

（1983年公表）

………未だコンピュータ・プリントアウトのみ。

対象としている年度は，国連ＥＣＥと全く同じである。しかしＥＣ統計局の方が統一規格

産業連関表の作成・公表に着手したのが早く，1960年代前半に遡る｡また，国連ＥＣＥはＥＣ諸

国の産業連関表を作成する際に，各国統計局の提出する資料とともに，ＥＣ統計局の標準産

業連関表をも参考にしている。

産業連関表を用いて経済構造の比較をするためには、最低限産業連関表の部門定義や特Ｉ性

がほぼ同等であることが必要であるが，ＥＣ統計局は様々な指令や調整によって，これを達

成しようとしている。しかし標準産業連関表の規定は当初から確定・不変だったわけではな

く，いくつかの変遷をたどっている。たとえば標準産業連関表の内生部門は１９５９年表は３７

部門と６５部門，１９６５年表は５６部門と９０部門が作成されたが，1970年表以降は定義が変

わり今日まで４４部門表が定着している。また１９７０年表までは，内生部門を始めとしてＥＣ

各国表のあらゆる比較が可能なように，各国表すべてがＥＵＲ（あるいはＥＣＵ）という人

為的通貨単位で評価されていた（第２，５節参照）。しかし１９７５年表以降は，各国通貨単位で

－３



の評価が中心となり，国内生産額や付加価値部門のみ参考としてＥＣＵ評価の数値が掲載さ

れているだけである。さらに付加価値税問題がある｡ＥＣ諸国は付加価値税導入後もしばらく

は，付加価値税（ＶＡＴ）をも含めた価格で内生部門を評価していたが，ＥＣ統計局の指令

と各国の合意により，１９７５年表以降はＶＡＴの純処理（ＮｅｔTreatment）に移行している

(第２．４節参照）。そしてＶＡＴの純処理は，ＥＣ標準産業連関表だ.けではなく多くのＥＣ

各国統計局で作成する産業連関表に採用されるに至っている。

このように産業連関表の変遷があったため，1959年表から作成されているとはいっても，

直接数値を比較するような時系列的分析が必ずしも可能なわけではない。しかし特定年に関

するクロスセクショナルな分析は，かなり精度の高いものが期待できる。

ＥＣ（ヨーロッパ共同体）は当初６カ国から始まって，今Ｕでは最新加盟国のスペインと

ポルトガルを含め12カ国に発展しており，標準産業連関表参加国も次の表のように変遷して

きている｡

ＥＣ標準産業連関表参加国

Ｊ８Ｃ
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′、
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917凹十

〆、
ｴノ
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ﾐｰﾉ

、
ノ

Ｆ
Ｌ

〆、
ヒノ八

9８

′、

ヒノ9８６

′、

ヒーノ９８６週

(○は作成に参加，△は競争輸入表の作成にのみ参加，×は不参加を意味する）

ただし，ルクセンブルクの場合は，作成自体には当初より携わっており，ＥＣ全体の産業

連関表の作成に貢献してはいるものの，ルクセンブルク目体の産業連関表は公表していない。

スペインの1975年表はＥＣ統計局の指導のもとに，スペイン本国で作成されたものである。

－４－

国名 ＥＣ加盟 1959年表 1965年表 1970年表 1975年表 1980年表

1958年

1958年

1958年

1958年

1958年

1958年

1973年

1973年

1973年

1981年

1986年

1986年

○
○
○
○
○
×
ｘ
×
×
×
×
×

○
○
○
○
○
○
×
×
×
×
×
×

○
○
○
○
○
△
○
○
△
×
×
×

○
○
○
○
○
×
○
○
○
×
×
×

○
○
○
○
？
？
○
○
？
？
○
○



また１９８０表については、いくつかの国についてコンピュータ・プリントアウトという形でし

か公表されていないために，全体として何カ国が参加することになるのか現在不明である。

しかしスペインやポルトガルが参加するなど、新しい動向が見られる。

1970年以降は，対象年が５年おきのTbeFive-YbarlyTablesと，毎年を対象とした

TheAnnualTablesが公表されている。TheFive-YbarIyTablesには，競争輸入表の

他に輸入マトリックス２種（ＥＣ域内からの輸入を行列にしたものと，ＥＣ域外からの輸入を

行列にしたもの），さらに簡略型の非競争輸入表（前３枚の行列から計算で求めることもで‐

きる）が含まれている。一方TheAnnualTablesは競争輸入表のみを公表している。

AnnualTablesを公表している国は，フランス，イタリア，オランダである｡

さらに，ＥＵＲ（２．５参照）という計算単位を用いることによって通貨調整をし，ＥＣの数

ケ国をまとめた産業連関表も作成されている。西ドイツ～ルクセンブルクまでの６カ国をま

とめたＥＵＲ６は１９６５年表と１９７０年表が作成され，さらにイギリス～アイルランドを含ん

だＥＵＲ９は１９７０年表と１９７５年表が作成された。１９８０年表では何カ国を含んだ産業連関

表が作成されるか，本資料執筆時点では未公表である。

2．渚特性

2.1：内生部門（第１象限）

ＥＣ標準産業連関表の部門は，ＥＣ諸国間での比較が可能なように統一されており，ＥＳ

Ａ（ヨーロッパ国民経済計算）の部門規定であるＮＡＣＥ－ＣＬＩＯに定められている．ＥＣ

表は原則として商品×商品ベースの産業連関表であり，各部門は一つの同質的生産単位

（Unitofhomogeneousproduction）としての商品によって表わされる。1970年表以降は，

表1.1のような標準44部門分類が採用されている。また表１．２は，各部門に含まれる商品を

一覧表にしたものである。

全体として第１～26部門は商品生産部門，第２７～４０部門は営利サービス部門，第41～４４

部門は非営利サービス部門という構成である。［１本の産業連関表などと比較すると，４４部門

という全体の割りにはサービス部門の占める割合が大きい．この部門定義に合わせてＥＣ統

計局がＥＣ諸国の各国表を調整するわけであるが，ＥＣ諸国の中でまず国内で独自の産業連

関表を作成し，それをもとにＥＣ統計局に産業連関表を報告している国については，必ずし

も完全な調整が不可能なことがある。例えば第２部門と第３部門が合計としてしか計上でき

ないような場合である。しかし全体的にはＥＣ諸国各統計局は国内での産業連関表作成の際

にも，このＮＡＣＥ－ＣＬＩＯ部門分類を参考にしている。例えばイタリアでは，まったく

ＥＣ標準表の定義にそった部門分類の産業連関表が作成されている。

－５



部門分類で特徴的なのは，第６部門の核燃料（放射性物質の生産・加工）を明示的に－つ

の部門としている点である…原子力時代の反映ということもあるだろうが､この部門が技術

的に他の部門に含めることはできないという想定に拠るのであろう。ただ表１．３をみてもわ

かるように，ＥＣ標準表のすべての各国表で実際にこの部門が定義されているというわけで

はなく，西ドイツなどのように化学製品（第９部門）に含まれている産業連関表もある。ま

た定義はされていても，たとえばイタリアの産業連関表をみてもわかるように(第３編参照)，

額自体はどくわずかである。

またサービス部門の分類はユニークである。特に教育・研究や医療を，営利のサービスと

非営利のサービスに分類し，別々の部門としている点が特徴的である。４４部門という規模の

産業分類の中で，非営利の教育や医療という部門を設定することにどれだけの意義があるか

は検討の余地があるだろうが，実際には他の部門との合計しか求められず，独立の部門と

しては定義されていない国の産業連関表もいくつかある（表１．３参考)。

表１．１ＥＣ標準産業連関表部門名

ＥＣ標準産業連関表部門名（ＮＡＣＥ－ＣＬＩＯ４４部門分類）部門番号

１

２

３

４

５

６

農林水瀧業

石炭・褐炭・練炭

コークス

石油・天然ガス

電力・ガス・水道

核燃料

Agricultural，ibrestryandfisheryproducts

CoaLlignite（browncoal）andbriqucttes

Productsofcoking

Cmdepetro1eum,naturalgasandpetrolelnnproducts

Electricpower，ｇａｓ，steamandwater

Productionandprocessingofradioactivematerials

andores

鉄・非鉄金属

非金属天然資源

化学製品

金属製&,1，

７
８
９
０
１

Ferrousandnon-Ierrousoresandmetals

Non-metallicmineralproducts

ChemicaIproducts

MetalproductsexceptmachinaryandtrPnsport

equlpment

Agriculturalandindustrialmachinery

Officeanddataprocessingmachineslprecisionand

opticalinstruments

Electricalgoods

農工機械

事務・情報機器

・精密機械

電気製品

1１

１２

1３

－６－



自動車

その他の輸送機械

肉・肉製品

1４

１５

１６

Motorvehicles

Othertransportequipment

Meats、meatpreparationsandprescrves，Otherproducts

fromslaughteredanimals

M11kanddairyproducts

Otherfoodproducts

Beverages

Tobaccoproducts

Textilesandc1othing

Leathers,leatherandsklngoods，fbotwear

Timber，woodenproductsandfumiture

Paperandprintingproducts

Rubberandplasticproducts

Othermanulacturingproducts

Buildingandconstruction

Recoveryandrepairservices

Wholesaleandretailtrade

Lodgingandcateringservices

lnlandtransportservices

Maritimeandairtransportservlces

Auxiliarytransportservices

Communicationservices

Servicesofcreditandinsuranceinstitutions

Ｂｕｓｉｎｅｓｓservicesprovidedtoemerprises

Servicesofrentingofimmovablegoods

Marketsewicesofeducationandresearch

Marketservicesofhealth

Recreationalandculturalservices，personalservices，

othermarketservices

Generalpublicservices

Non-marketservicesofeducationandresearchprovi-

dedbygeneralgovernmentandprivatenon-profit
mstitutions

Non-marketservicesofhealthprovidedbygeneral

governmentandprivatenon-profitinstitutions

Domesticservicesandothernon-marketservicesne.c、

ミルク・乳製品

その他の食料品

飲物

タバコ製品

繊維・衣料品

皮革・靴

木材・家具

製紙

ゴム・合成物質製品

その他の製造業製品

建設

回収・修理

卸売・小売

飲食・宿泊

内陸交通

航海・航空

補助交通

通信

金融・保険

ビジネスサービス

不動産業

営利教育・研究

営利医療

他の営利サービス

1７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

３０

３１

３２

３３

３４

３５

３６

３７

３８

３９

４０

一般公共サービス

非営利教育・研究

４１

４２

４３１非営利医療

４４１他の非営利サービス

出所：Eurostat"EuropeanSystemoflntegratedAccounts-ESA''’１９７９
Eurostat“Communitylnput-OutputTablesｌ９７０－１９７５Ｍｅｔｈｏｄｏｌｏｇｙ''’１９７６

－７－



表Ｌ２ＥＣ標準産業連関表部門とＮＡＣＥ－ＣＬＩＯ商品グループ

－８－

部門
番号

産業
ＣＯＤＥ

商品群
ＣＯＤＥ

商品細目 部門
番号

産業
ＣＯＤＥ

商品群
ＣＯＤＥ

商品細目

1

２

３

４

５

６

７

８

０１

１
２
３
４
９
０
０

「
１
１
１
１
１
２
３

０
０
０
０
０
０
０

農林水産物

農林業からの野菜

ワイン

オリーブオイル

畜産・狩猟品

完全輸入農産物

林業生産物

漁業生産物

０３

'１１；
石炭製品

石炭・練炭

褐炭・褐炭製練炭

０５ １２０ コークス型鼎

0７

lＩｉＩ
石油・天然ガス・石
油製品

原油・天然ガス

石油精製品

０９

１６１

１６２

１６３

１７０

電気・ガス・水道

電気

ガス

蒸気・圧搾空気

水道

１１

１５１

１５２

|核燃料

放射性物質含有鉱物
放射性物質の生産．
加工

３１

１
２
１
２
３
４

１
１
２
２
２
２

２
２
２
２
２
２

鉄及び非鉄金属

鉄鉱石

非鉄金属鉱石

鉄･粗鋼･メッキ鋼材

鋼管

冷間仕上・圧延鋼

非鉄金属一次製Aｌｌ

１５

２３１

２３２

２３３

非金属性鉱物,１，６

土石

カリウム塩･天然燐酸塩

岩塩・海脱

９

９
１
２
３
４
５
６
７
８

３
４
４
４
４
４
４
４
４

２
２
２
２
２
２
２
２
２

７１

２
３
５
６
７
８
９
０

５
５
５
５
５
５
５
６

２
２
２
２
２
２
２
２

他の鉱石・泥炭

煉瓦・陶器製品

セメント・石灰・石膏

建築資材

石綿製品
石と他の非金属鉱物
製品

研磨材

ガラス

セラミック製品

化学製品
石油及び石炭化学製
ロ

ロ1１

他の基礎化学製品
塗料・ニス・印刷イ
ンク

他の産業用化学製品

薬学製品

石鹸・洗剤・化粧品

他の最終化学製品

人工・合成繊維

１０ １９

３１１

３１２

３１３

３１４

３１５

３１６

金属製品

印、裁断等

加工製品

製品

製品

終金属製品

１１ ２１

’３２１

｜’

３２２

３２３

３２４

３２５

３２６

３２７

３２８

腱工機械

農業機械・トラクター

金属加工機械・備品

織機・アクセサリー
食品加工及び化学工
業機械

鉱業及び建設１１]機械

ギア・トランスミッション

木材、紙、皮革等の
|加工機械

他の機械・装悩



－９－

部門
番号

産業
ＣＯＤＥ

商品群
CODE

商品細目
部門
番号

産業
ＣＯＤＥ

商品群
CＯＤＥ

商品細目

1２

１３

１４

１５

１６

２３

２５

２７

２９

３１

０
１
２
３
４

３
７
７
７
７

３
３
３
３
３

１
２
３
４
５
６
７

４
４
４
４
４
４
４

３
３
３
３
３
３
３

３５１

３５２

３５３

１
２
３
４
５

６
６
６
６
６

３
３
３
３
３

４１２

事
械
事
械
計
機

務及び'情報処理機
・精密機械
務及び'情報処理機

量
械 、 精密及び制御

医療用機械

光学機械

時計

電気製品

絶縁ワイヤー・ケーブル

モーター・発電機

工業用電気機械・薑
電器

通信及び測量機械

ラジオ・テレビ・音
響製品

家庭電気器具

電灯及び他の電気照
明器具

自動車

自動車・エンジン

車体・トレーラー

自動車用備品

他の輸送機械

艦船・軍艦

鉄道・大型トラック

自転車・オートバイ

飛行機・ヘリ・ミサ
イル

乳母車・車椅子・手
押し車

肉及び肉製品

１９

２０

２１

３７

３９

４１

５
６
７
８
９
０
１
２
３

１
１
１
１
１
２
２
２
２

４
４
４
４
４
４
４
４
４

４
５
６
７
８

２
２
２
２
２

４
４
４
４
４

４２９

１
２
６
８
９
３
５
６

３
３
３
３
３
５
５
５

４
４
４
４
４
４
４
４

魚缶詰・海産食品

穀類・粉・ブレーク

ペースト食品

澱粉及び澱粉製品

パン・ビスケット．
ケーキ・ラスク

砂糖

ココア・チョコ・アイス．

クリーム←キャンディ

家畜等の飼料

他の食料品

飲料

エチルアルコールと
加工品シ

葡
リ
酒
ウ
ソ

ャ
萄
ン
イ
ブ

ンペン・発泡酒
ゴ
ス
ト

酒
キ
ド

・はちみつ

』

・ビーノレ

ンク

タバコ製品

繊維・衣料品

紡績・糸製品

織物・ビロード生地

靴下・メリヤス製品

カーペット・敷物類

他の繊維製品

既製服・アクセサリ

リンネル製品・寝具
・カーテン

毛皮製品

１７

１８

３３

３５

４１３

４１１

４１４

ミルク及び乳製品

他の食料品

植物油・動物油

野菜缶詰・ジュース

２２ ４３

４４１

４４２

４５１

皮革製品

皮革

皮革製品

皮靴・スリッパ
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部門
番号

産業
ＣＯＤＥ

商品群
ＣＯＤＥ

商品細目
部門
番号

産業
ＣＯＤＥ Ｃ 商品細目

２３ ４５

１
２
３
４
５
６
７

６
６
６
６
６
６
６

４
４
４
４
４
４
４

木製品

加工木材（Ｅｘ・乾燥）

単板・合板・繊維板

木工品・木造建築物

木造容器

木製品(家具を除く）

コルク及び藁製品.
ほうき

木製家具

５５８２

６２０

６７１

６７２

７５９２

０
０
０

１
３
４

６
６
６

修理・回収

廃品回収・再生・取
り壊し
自動車・自転車の修
理

皮製品、電気製品等
の修理

卸売・小売

卸売業

仲介業

小売業

２４ ４７

２５１ ４９

４７１

４７２

４７３

４７４

４８１

４８２

４８３

紙製品

パルプ・紙・板紙

パルプ製品・紙製品

印刷物

出版物

ゴム･ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ

ゴム製品

再生タイヤ

プラスティック製品

３０ 5９１６６０

３１６１１

７１０

７２１

７２２

７２３

７２４

７２５

７３０

飲食・宿泊

内|塵輸送

鉄道輸送

地域輸送（地下鉄等
含む）

長距離乗客輸送

長距離商品輸送

パイプライン輸送

陸送サービス

内陸水路輸送

２６

２７

１５

１
２
３
４
５

９
９
９
９
９

４
４
４
４
４

その他の製造業製品

宝石・装身具

楽器

写真・フィルム

玩具・スポーツ用品

万年筆・印鑑等

５３

５０５

５０６

５０７

５０９

建設

住宅建設

非居住川建設

土木工学建設

建物取り壊し

３２ ６３

３３ ６５

７４１

７４２

７５０

１
２
３
４
１
２
３

６
６
６
６
７
７
７

７
７
７
７
７
７
７

海上輸送・航空輸送

海上輸送

沿岸輸送

航空輸送

補助輸送

陸送関連業
(鉄道除く）

内陸水路関連業

海上沿岸関連業

航空輸送関連業

旅行代理店業

輸送仲介業

倉庫・貯蔵業



ＡＪＤ１０７Ｃ

Eurostat“Communitylnput-OutputTab1esl970-1975Methodology''’１９７６
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出所：Eurostat``EuropeanSystemoflntegratedAccoｕｎｔｓ－ＥＳＡ”，１９７９

部門
番号

産業
ＣＯＤＥ

商品群
ＣＯＤＥ

商品紬上’ 部門
番号

産業
ＣＯＤＥ

商品群
ＣＯＤＥ

商品細目

３４ ６７

３５ ６９

３６ ７１

３７ ７３

３８ ７５

３９

４０

７７

７９

４１ ８１

７９０ 通信

８１１

８１２

８１３

８２０

金融・保険

中央銀行業務

他の金融機関業

他の信用機関業

保険業

８３０

８４０

ビジネス（対･事業所）
サービス

金融保険補助・会計
･税理・経営・広報
･データ処理

動産賃貸業

８５０ 不動産賃貸業

９３Ｃ

９４Ｃ

|営利教育・研究

営利教育

営利研究・開発

９５Ｃ 営利医療
Ｃ
Ｃ
Ｃ
１
２
３
４

２
６
７
８
８
８
８

９
９
９
９
９
９
９

楽
一
ミ

娯
サ
ゴ
除

゜その他の営利
ビ､ス

処理・衛生・掃

ユースホステル等

リクリエーション.

教養
洗濯・ドライクリー
ニング

調髪・美容

写真スタジオ

その他の対個人サー
ビス

９１

９２Ａ

９６Ａ

９７Ａ

一般公共サービス

国防・社会保障

公共衛生・共同墓地
等

社会福祉

非営利文化サービス

４２

４３

４４

８５

８９

９３

Ｂ
Ｂ
ｊ
■

Ａ
Ａ

３
４
９
９

95Ａ,Ｂ

９６Ｂ

９７Ｂ

９９

非営利教育・研究

非営利教育

非営利研究・開発

非営利医療

穿弩計及びその1囮のヨＦ

営利サービス
非営利民間団体によ
る社会福祉
非営利民間団体によ
る文化活動

家事サービス
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2.2：最終需要部門（第２象限）

内生部門（第１象限）の右にある最終需要部門（第２象現）は，ＥＣ標準産業連関表では

次のように定義されている。

表Ｌ４ＥＣ標準産業連関表最終需要部門名

出所：Eurostat“CommunityInput-OutputTablesl970-1975Methodology''’１９７６

最終消費総額（第49部門）は，個人消費と政府消費及び非営利民間団体消費の総和である。

非営利民間団体消費が定義されていない国もいくつかあるが，その場合はだいたい個人消費

に含められており，民間消費と政府消費の区別は可能である。政府消費と非営利民間団体消

費は，第41部門（一般公共サービス）以降の非営利のサービス消費が記載されているだけで

ある。

第50部門の総固定資本形成は，設備投資と建設投資を含んでいる。

輸出は，ＥＣ域内への輸出と，ＥＣ域外への輸出とに分離表記されている｡これによって，

各国のＥＣ諸国とＥＣ外諸国との経済的依存関係が，部門ごとに明確にされるﾛ(輸入につい

ても同様)･第５４部門の調整という項目は，ＥＣ標準産業連関表の各国表をまとめて，ＥＣ

全体の産業連関表を作成する時に用いる項目であり，各国表では定義されていない。したが
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最終消費総額Finalconsumptionontheeconomicterritory

総固定資本形成Grosshxedcapitalformation

在庫変動Changesinstocks

ＥＣ域内への輸出ExportsofgoodsandservicestoEEC
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最終需要総額Finaluses

総利用額Totalｕｓｅｓ



って，第55部門の輸出総額は，第52部門と第53部門との総和が記載されている。

総利用額（第57部門）は，［1]間需要総額と最終需要総額とのjlillであり総供給といっても

よい。

なお各国表の定義部1''1は次の表１５の通りであるが，いくつかの｢１Jで非営利民間団体消費

が定義されておらず，Ii1il人消費に含められている。

表Ｌ５ＥＣ標準産業連関各国表（７０．７５．８０年)の最終需袈部'''１定義
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自体の作成または公表がおこなわれていないことを示す。各欄には三つの記号が

記入してあるが，左から順に７０年表，７５年表，８０年表に関するものである。

2.3：付加価値部門（第３象限）

内生部門（第１象限）の下にある付加価値部門（第３象眼）は，ＥＣ標準産業連関表では

次のように定義されている。

表Ｌ６ＥＣ標準産業連関表付加Iilli値部門名
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粗付加Iili値Grossvalueaddedatfactorcost（４９＋５０）

とk産税Taxeslinkedtoproduction（excLVAT）

補助金Subsidies

生産税一補助金Nettaxeslinkedtoproduction（excLVAT）

純付加価値Netvalueaddedatmarketprices（４９＋５４）

粗付加価値Grossvalusaddedatmarketprices(５１＋５４）

国内生産額Actualoutputatproducersprices（４５＋５６）

副産物振替Transfersofordinaryby-productsandadjacent

productsatapproximatelactorprices

残余販売振替Transfersofincidenta］salesatapproximate

prlces

総振替額TotaItransfersatappronmatefactorprices

輸出補助金Subsidieslinkedtoexports

分配生産額Distributedoutputatproducesprｉｃｅｓ

ＥＣ域内輸入Ｉｍｐｏｒｔｓｃｊ､fofsimilarproductsfromEEC
countｒｉｅｓ

ＥＣ域外輸入Importscjofofsimilarproductsfromthird
courtries

総輸入額Ｔｏｔａｌｉｍｐｏｒｔｓｃｊ.ｆｏｆｓｉｍｉｌａｒｐｒｏｄｕｃｔｓ

ＥＣ域内輸入税Taxeslinkedtoimportsofsimilarproductsfrom

EECcountrles（exclVAT）

ＥＣ域外輸入税Ｔａｘｅｓｌｉｎｋｅｄｔｏｉｍｐｏｒｔｓｏｆｓｉｍｉｌａｒｐroductsfrom

thirdcountries（excLVAT）

総輸入関税Ｔｏｔａｌｔａｘｅｓｌｉｎｋｅｄｔｏｉｍｐｏｒｔｓｏｆｓｉｍilar

products（excLVAT）

ＥＣ域内輸入ｌｍｐｏｒｔｓｏ［similarproductshomEECcountries

（税関渡し）ａｔｅｘ－ｅｕｓｔｏｍｓｐｒｉｃｅｓ

ＥＣ域外輸入Importsofsimilarproductsfromthirdcolmtries

（税関渡し）atex-custo1nsprices

総輸入額Totalimportsofslmilarproductsatex-custums

（税関渡し）prices

付加価値税VATimposedondomesticandimportedproducts

総,供給額Totalresources

090

１１０

１２０

１７０

１８０

１９０

２９０

３１０

５１

５２

５３

５４

５５

５６

５７

５８

330 ５９

|噸iii‘
３９０

４１０

４９０

５１０

６０

６１

６２

６３

６４5２０

590

610

６５

６６

620 ６７

６８690

６９７１０

720 ７０

7９０１７１

７２

７３

８７０

９８０

なお年度によって付加価値部門に若干の変更があることに注意が必要である。たとえば，

75年表以降は６１の輸出補助金の項目はなくなった。また８０年表からは西ドイツが内生部門

1６



から控除不能付加価値税も抜いたため，控除可能付加価値税欄（コード８７０）だけではなく，

控除不能付加価値税を記載する欄が必要となったため，国内生産額（コード２９０）の上に控

除不能付加価値税の欄（コード２７０）を設けている。この欄は西ドイツ以外は定義されてい

ない。

第３象限がこのように多くなっているのは，本来の付加価値項目の他に､副産物の振り替

えを行なっていること，輸入がＥＣ域内からのものと域外からのものとに分割して記載され

しかもcif価格と輸入関税，税関渡し価格の３種が掲載されているためである。

副産物振り替えについては２．６節をみていただくとして，ここでは残余販売の振り替えに

ついて説明しておく。一般政府や非営利民間団体は，通常は営利活動を営んではいないが、

時として財貨・サービスを生産して，その一部を販売することがある（たとえば国有林の伐

採・販売等)。しかしあくまで営利を目的とはしていないので，生産コストの一部を回収す

るにとどまる。このような政府の一時的な販売は，通常副産物（Ordinarybyproduct）と

同じ扱いをし，実際に生産した部門から同様の財貨・サービスを生産している部門に振り替

えをおこなっている。この振り替えをおこなう行が59行目の残余販売振替である。実際に記

載してあるのは，ほんの数カ所である。

他に47行目の雇用者社会保険（コード０２０）は，雇用者が被雇用者のために保険者に支払

う代金から成り立っている。保険者としては，保険会社だけではなく、中央や地方政府や社

会保険基金等さまざまなものがある。また保険の種類も，損害保険や失業保険，生命保険，

家族のための保険などがある。雇用者が保険者に直接支払う保険料とはいえ，この保険は賃

金・俸給の一部でありまた実際，賃金・俸給（46行）に含めて産業連関表に記載している

国もある。

生産や輸入に関連する間接税は，次の３つに分割記入されている。

ｌ）生産税（付加価値税を除く）……第５２行

２）輸入関税（付加価値税を除く）..…第６８行

３）付加価値税……第７２行

なお表１７は，各国標準表で付加価値部門がどのように定義されているかを示しているが，

雇用者社会保険が定義されておらず賃金俸給に含められている国が多い。フランスの標準産

業連関表は，付加価値の細目が一貫して記載されていないのが注目される。その他，イタリ

アの１９８０年は未定義部分がいくつかあるが，これは筆者の人手じた1980年産業連関表がコ

ンピュータ・プリントアウトによるもので，正式に公表されたものではないこととも関連して

いる。
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表Ｌ７ＥＣ標準産業連関各国表（７０．７５．８０年）の付加価値部門定義
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2.4：付加価値税（ＶＡＴ）処理

付加価値税は，ＥＣ諸国が共通に課している間接税で，付加価値を対象としてその発生時

点や輸入品の関税通過時点で課せられるが，最終的には財貨・サービスの最終消費者によっ

て負担される税金である。通常の付加価値税制度のもとでは，各企業は中間投人物や資本財

などの前段階までにかかった税額をインボイス（仕送り状）に基づき控除できる仕組となっ

ている。課税ベースが広く低率で大きな税収を挙げられることから，今１１ではＥＣ以外でも

様々な国が採用するに至っている。ＥＣ委員会は既に1964年にＥＣ加盟国（当時は６ケ国）

に第１次指令を通達し，1954年以来フランスが導入している付加価値税を多少手直しして

ＥＣ諸国共通の税制とすることを明らかにした。以後１９６５年の第２次指令，１９６８年の第

３次指令という呉合に，実施するにあたっての細目を規定していった。ＥＣ諸国が実際に今

日のような付加価値税の実施に踏み切ったのは、１９６８年以降である。

出所：“TheapproximationofEuropeantaxSystems，，
EuropeanＦｉｌｅ，Ｍａｙｌ９８６

ＥＣ型付加価(１面税の仕組を例（次ページ参照）を用いて簡単に説明しよう。ある商品が消

費者の手に渡るまでに，国外原料生産者Ａ→加工業者Ｂ→卸売業者Ｃ→小売業者Ｄという経

路をたどるものとする。また付加価値税率を仮に１０％とする。

1９－

国名 導入年
1986年１月現在閉

標準税率 軽減税率 割増税率

西ドイツ

フランス

イタリア

ベルギー

オランダ

ルクセンブルク

イギリス

デンマーク

アイルランド

スペイン

ポルトガル

ギリシャ

１９６８

１９６８

１９７３

１９７１

１９６９

１９７０

１９７３

１９６７

１９７２

１９８６

１９８６

１９８７
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(1)今，国外の原料生産者であるＡが，1000マルクで加工業者Ｂに原料を売ったとする。

この取引きにあたり，Ａは1000マルクを課税標準としてその10％にあたる１００マルク

の付加価値税（この場合輸入付加価値税）を税務当局に納付しなくてはならない。Ａは

原料価格１０００マルクと付加価値税100マルクとを別に記載したインボイス（仕送り状）

をＢに送付し，その合計の１１００マルクを請求する。したがってＡは税務当局に輸入付

加価値税100マルクを支払うものの，Ｂへの販売時に転嫁しているので実質的負担はゼ

ロである。

(2)Ｂは商品加工段階で発生した付加価値の１５００マルクを原料入手価格の1000マルクに

加え，製品として２５００マルクで卸売り業者のＣに売ったとする。この取り引きに対し

て、Ｂはその１０％にあたる250マルクを付加価値税分として別に記入したインボイスを

発行し，Ｃからは実際には２７５０（２５００＋２５０）マルクを受け取る。Ｂが実際に税務当

局に納税しなくてはならない付加価値税は，Ａによってインボイスされた100マルクを

２５０マルクから引いた150マルクであるが（前段階税額控除），既にＣへの商品販売時

に回収しているので，実質的負担はゼロである。

(3)卸売業者のＣは入手した商品価格２５００マルクに付加価値発生額500マルクを加え，

３０００マルクで小売業者のＤに商品を卸したとする。この取り引きに対して、Ｃはその

１０％にあたる３００マルクを付加価値税分として別に記入したインボイスを発行し，Ｄ

からは実際には３３００（３０００十３００）マルクを受け取る。Ｃが実際に税務当局に納税

する付加価値税は，３００マルクからＢによってインボイスされた250マルクを差し引い

た５０マルクであるが，これは既にＤへの販売時に転嫁しているのでＣの実質的負担は

ない。

(4)小売業者Ｄの場合も同様の手続きを踏む､ＤはＣから卸してもらった商品価格の

３０００マルクに，付加価値額の５００マルクを加えた３５００マルクで消費者Ｅに商品を販

売したとする。その際，その３５００マルクにかかる１０％の付加価値税350マルクも請求

する。Ｄが税務当局に実際に支払う付加価値税額は，３５０マルクからＣによってインボ

イスされた３００マルクを差し引いた５０マルクであるが，消費者への販売に際して既に

転嫁しているため，実質的負担はゼロである。

(5)消費者は最終的に３５００マルクでこの商品を購入し，さらにその10％にあたる350マ

ルクの付加価値税を負担しなくてはならない。前段階控除を許されないので，付加価値

税は最終的には消費者が負担することになる。

2０－
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売完工

業 業業

←商品価格←

（1000ＤＭ）

←商品価格←

（3500ＤＭ）

←商品価格←

（2500ＤＭ）

←商品価格←

（3000ＤＭ）
者 者 者者

十

←ＶＡＴ←

（１００ＤＭ）

←ＶＡＴ←

（３００ＤＭ）

←ＶＡＴ←

（３５０ＤＭ）

←ＶＡＴ←

（２５０ＤＭ）Ａ Ｂ Ｃ ， Ｅ

↓ＶＡＴ

↓（５０ＤＭ）

↓ＶＡＴ

↓（５０ＤＭ）

↓ＶＡＴ

↓（ｌ５０ＤＭ）

↓ＶＡＴ

↓（100ＤＭ）

局当務税

Ａ～Ｄは確かに前段階生産者や税務当局に付加価値税を支払っているが，それは次の段階

に転嫁されてゆき，肢終的には消費者Ｅがすべて負担しているので，いわば消費者の税負担

を形式的に代行しているようなものである。ただし最終的に税負担を負うのは消費者だけに

限らず公共団体等のこともありうるし，実際には免税などの種々の特例措置があったり，ま

た同じ商品であっても様々な流通経路がありうる。また標準税率のほかに軽減税率や割増税

率などがあるため，商品によって税率が大きく異なる可能性がある。

以上が標準的なＥＣ型付加価値税の転嫁過程の説明であるが，さらに中間投入と資本財と

を分け，ＥＳＡにしたがって概念的に説明すれば次のようになる。

（１）生産者によってインボイスされたＶＡＴ（VATinvoicedbytheproducer）

：生産者がその商品の販売にあたって税率をかけて計算し，購入者にインボイス

（仕送り状）として託した付加価値税のこと。

（２）生産者が中間投入として購入する際にインボイスされたＶＡＴ

：生産者が中問投人物の購入にあたり，支払った付加価値税のこと。これは上記説

’111より明らかなように税務当局へ納税の際控除されるので，ＥＣ国民経済計算で

は「中間投入に関する控除可能付加価値税｣(DeductibleVATonintermediate

inputs）と呼ぶ。

(3)固定資本や在庫投資のための購入に際しインボイスされたＶＡＴ

2１



：これは「資本財職人に関する控除可能付加価値税」（deductibleVATonpur-

chasesofcapitalgoods）と呼ばれる。

（４）経常的取引に際し，生産者によって支払われるＶＡＴ（(1)－(2)）

：これは定義によって，ある生産者が購入者にインボイスした付加価値税額と，自

分自身の中間役人需lfEに際し前段階の生産者によってインボイスされた付加価値

税額の差である。

（５）生産者によって支払われるＶＡＴ（(1)－(2)－(3)）

：(4)に資本財購入等に関するインボイスされたＶＡＴの控除を考慮したもの。

（６）生産物にかかるＶＡＴ（VATonproducts）

：これは生産者によって各生産物にインボイスされた付加価値税額と，この生産物

を購入する他の生産者が控除可能（deductible）な付加価値税額との差である。

以｣-.説明してきたようなＥＣ型標準付加価値税制度のもとでは，産業連関表の財・サービ

スのフロー評価には基本的に次の二通りがありうる。

（１）グロス評価法

生額：生産者によってインボイスされたＶＡＴを含んで評価

輪入：輸入品へのインボイスされたＶＡＴを含んで評価

中間需要：生産者へインボイスされたＶＡＴを含んで評価

最終消費：ＶＡＴを含んで評価

固定資本形成：資本財購入生産者にインボイスされたＶＡＴを含んで評価

輪出：ＶＡＴを除いて評価

（、ネット評価法

生産額：生産者によってインボイスされたＶＡＴを除いて評価

輪人：輸入品へのインボイスされたＶＡＴを除いて評価

中間需要：控除可能ＶＡＴを除いて評価

最終消費：ＶＡＴを含んで評価

固定資本形成：控除可能ＶＡＴを除いて評価

輪出：ＶＡＴを除いて評価

両評価方法とも最終消費と輸出に関する評価は同じである。そもそも輸出品には付加価値

税はかからない。グロスによる評価とネットによる評価の根本的に異なる点は，第１象眼が

控除可能付加価値税を含んで評価されているか否かという点である。

ＥＣ標準産業連関表では1970年表までは，まだ1970年の時点で付加価値税制度に移行し

ていなかった国もあったため，グロスで評価されていた。しかし1975年表作成を契機にネ
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最後に付加価値税を全く控除しない場合と、西ドイツのように内生部門からは控除不能付

加価値税も控除してしまう場合とでは，分析上どの程度誤差が出るかを，ドイツ連邦統計局

産業連関表より検討しておく。

利用した産業連関表は、付加価値税を全て内生部門に含んだグロス評価の1975年内生12部

門表と，控除可能・不能付加価値税を内生部門から取り除いた1975年内生12部門表である。

直接の数値はかなり異っているが，分析をした場合はどうであろうか．

中間投入・需要率とラスムッセン係数を計算し比較した結果は，次の表１．８にまとめた通

りである。全体的に乖離は大きくなっており，各数値の降順の||頂位をみると，上位と下

位の数部門はほぼ同じであるが，中間に位置する部門は，付加価値税を含むか否かで異なっ

ている。数値の上では，中間投入率の農林水産業部門，中間需要率における機械・輸送

部門，建設業部門などが大きく異なっている。またたとえば，農林水産業は付加価値税を控

除した場合，影響力係数・感応度係数ともに１００％以下になってしまい，相対的に影響を受

けにくく，与えにくい部門になってしまう。同様に建設業も影響力が１００％以下になってし

まう。このように，付加価値税の処理次第で分析に微妙な影響が出てくるため，比較や時系

列的な分析の際には注意が必要である。

表ｌ８ドイツ連邦統計局75年産業連関表の比較

2４－

部門名
中間役人率％

含付加価値税 除付加価値税

中間需要率％

含付加価値税 除付加価値税

１農林水産業

２エネルギー

3．化学・石油

4．鉄鋼・非鉄

5．機械・輸送

6．電気・精密

7．木材・繊維

8．食品

９．建没

10．商業・交通

11．銀行等営利

12．非営利業務
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注）・本表は，内生部門にすべての付加価値税を含んだ75年表と付加価値税（控除可能

十控除不能）を内生部門から除外した75年表を分析を通して比較したものである。

・各数値の後の（）内には，降順のl順位を記した。

・分析手法そのものについては第２部を参照されたい。

2.5：評価価格

ＥＣ諸国の各国統計局が独自に作成している産業連関表の評価価格には，次のようなもの

がある。

・購入者Ⅷ価格（PurchasersPrice）…Ｅｘ・フランス

＝要素費用十純間接税＋運輸・商業マージン

・生産者価格（ProducersPTice）…Ｅｘ・西ドイツ、イタリア、スペイン等

＝購入者価格一運輸・商業マージン

・基本価格（BasicPrice）…Ｅｘ､イギリス、デンマーク

＝生産者価格一純商品税

・要素}価格（FactorPrice）…Ｅｘ・オランダ

そしてこれらの評価Iilli格をⅢいて産業連関表を構成するとすれば，ＥＣ標準産業連関表の

枠組においても次の３穂の産業連関表があるとＥＣ統計局は説明している。

（１）基本価格（Basicprices）による評価

－２５－

部門名
影響力係数％

含付加価値税 除付加価値税

感応度係数％

含付加価値税 除付加価値税

１農林水産業

2.エネルギ､－

３.化学・石油

4.鉄鋼・非鉄

5.機械・輸送

6.電気・精密

7.木材・繊維

８食品

９建没

１０商業・交通

１１銀行等営利

12.非営利業務
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基本価格の産業連関表では，国内生産物のフローは基本価格，輸入生産物のフローはｃｉｆ

価格で評価される。

ｃif価格＝船積み（海外）の際の引き渡し価格（cost）

＋保険料（insurance）

＋本国までの輸送料（freight）

この場合，ＴＳ（TotalSupply）ベースの投入・産出バランスは次のようにしておこなわ

れる。

投入側

1．基本価格による中間投入

２要素費用による純付加価値

3．固定資本減耗

４中間投入物への純間接税

（控除可能付加価値税を除く）

5．生産に関連するその他の純間接税

6．基本価格による実際の生産額

（６＝１＋２－１－３＋４＋５）

需要側

Ａ・基本価格による中間需要

Ｂ、基本価格による最終消費

（個人・民間団体・政府）

Ｃ・基本価格による総固定資本形成

Ｄ・基本価格による在庫変動

Ｅ・基本価格による輸出

Ｅ基本価格による最終需要総額

（Ｆ＝Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ）

７．副産物振替

灘撚川……
（２）生産者価格（Producers，prices）による評価

西ドイツやイタリアなどの統計局が採用しており，ＥＣ諸国の中でも最も標準的なのがこ

の生産者価格による評価方法である。

生産者価格による評IilHの場合，生産物のフローは国内生産物については控除可能付加価値

税を除く生産者価格で，輸入品については控除可能輸入付川]価値税を除く税ljU渡し価格で評

価される。

この評価方法の際は，ＴＳ（TotalSupply）ベースの投入・産出バランスは次のように

しておこなわれる。
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産者価格による中間殻 へ．埖産者Idh柊

環可能付加価｛｢百棟髭除会可能付加価値税をF隙

３．A二Fし嘩肴｛｡h椿Ｉ

引忘管本滅弼 ｡’

（３）混合価格（Mixedprices）による評価

混合価格による評価を実際におこなっている国はＥＣ諸国にはない。しかしＥＣ統計局の

解説には，一つの評価方法として説明されている。

この評価方法によれば，生産物のフローは次のように評価される。

生産額・輸入：生産者価格及び税関渡し価格（控除可能付力11価(iii税を除く）

中間需要：生産者価格（控除可能付加価値税を除く）

最終需要：購入者価格（控除可能付加価値税を除く）

また混合価格の投入・産出バランスは，ＴＳベースの場合次のようにしておこなわれる。

投入側 需要側

１生産者価格による中間投入

（控除可能付加価値税を除く）

Ａ生産者価格による中間需要

（控除可能付加価値税を除く）
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２．要素費用による純付加価値

３．固定資本減耗

４中間投入物への純間接税

（控除可能付加価値税を除く）

５．生産に関連するその他の純間接税

６．生産者価格による実際の生産額

（６＝１＋２＋３＋４＋５）

７．副産物振替

８．生産者価格による分配生産額（６＋７）

（控除可能付加価値税を除く）

９．ｃｉｆ価格による競争輸入生産物

１０輸入関税（輸入付加価値税を除く）

１１．税関渡しⅡi格による輸入（１１－９＋10）

（輸入付加価値税を除く）

１２．付加価値税（国内十輸入）

１３．最終需要への商業・運輸マージン

14．混合価格による総供給

（１４＝８＋］l＋１２＋１３）

B・購入者価格によるfijk終消費

（個人・民間団体・政府）

…すべての税金を含む…

ｃ購入者価格による総固定資本形成

（控除可能付加価値税を除く）

D、購入者価格による在庫変動

（控除可能付加価値税を除く）

Ｅｆｏｂによる輸出

Ｅ鵬人者価格による岐終需要総額

（Ｆ＝Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ）

（控除可能付加価値税を除く）

G・混合価格による総供給（Ａ＋Ｆ）

このようにＥＣ統計局産業連関表の枠組においては，以上の３種の評価方法があるが，実

際に公表されている産業連関表は生産者価格評価に調整されている。生産者価格よりも基本

価格による評価の方が，物量関係を反映する投入係数を得やすいという点で望ましいことは

確かであるが，実際にＥＣ各国の調整をどのレベルでおこなうかという問題になると各国

統計局における基本統計整備の現状や、最も多く採用されている評価方法などに依存せざる

をえない*そこで最終的にはＥＣ諸国で最も標準的な生産者価格に統一のレベルが置かれた

わけであるが，たとえばフランスの産業連関表は国内では購入者価格で評価されているが，

ＥＣ標準産業連関表では生産者価格に調整されている。

ところで評価単位に関しては，７５年表以降は各国通貨単位が採１１]されているが，1970

年表まではＥＵＡ（欧州計算単位：EuropeanUnito［Account）という人為的な計算価格

が用いられてきた。すなわち分析的利用だけではなく，記述的な利用（たとえば直接的な数

値比較など）も含めて，ＥＣ諸国の完全な比較を可能にするために，岡内総生産や輸入とい
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ったマクロ指標ばかりでなく，産業連関表もこの計算単位によって作成されていた。このＥ

ＵＡは，一定の各国通貨から成るバスケット方式の計算単位であった。変動の激しかったド

ルや金とはリンクさせずに，ＥＣ独自の計算単位を用いたのである。

しかし１９７９年３月３日に欧州通貨機構ＥＭＳ（EuropeanMonetarySystem)が発足し

その中核として’単なる計算単位ではなく実効力のある欧州通貨単位ＥＣＵ（European

CurrencyUnit）が定められてからは，ＥＣＵが用いられている。ＥＵＲもＥＣＵも内容的

にはほとんど同じである。すなわち，過去の５年間（例えば１９６９－７３）の平均ＧＮＰに基

づき加重された，メンバー国通貨の－定量からなるバスケット貨幣単位である。たとえば19

84年の場合，ｌＥＣＵは次のような貨幣から構成される。

１ＥＣＵ＝０．７１９ＤＭ（ドイツマルク）

＋１．３１ＦＦ（フランスフラン）

＋１４０．００ＬＩＴ（イタリアリラ）

＋０．２５６ＨＦＬ（オランダギルダー）

十３．７１ＢＦＲ（ベルギーフラン）

＋ｑｌ４ＬＦＲ（ルクセンブルクフラン）

＋0.0878ＵＫＬ（イギリスポンド）

＋ＵＯＯ８７１１ＲＬ（アイルランドポンド）

＋０２１９ＤＫＲ（デンマーククローネ）

1．１５ＤＲ（ギリシャドラクマ）

（注：１９８４年段階ではまだ最新加入国のスペイン，ポルトガルは除かれている。詳細は

藤井保紀「ＥＣＵ欧州通貨単位」，金融財政事情研究会を参照されたい。）

ＥＣＵによって実際に作成されているのは，1975年のＥＣ９カ国表（全体表）や，各国表

の欄外の参考値（国内生産額，付加価値額，輸入額）である。各国表にはそれぞれの各国通

貨を用いるようになったが，ＥＣ全体表には相変わらず各国通貨を還元する共通貨幣が必要

不可欠である。

■

２６：副産物処理

産業連関表は，１産業１生産物（結合生産の非存在）という仮定に立脚しているが，現実

には１つの産業（部門）から，様々な副産物が生産される。そこでこの仮定を満たすために

いくつかの人為的工夫がなされている。副産物処理は些細な意味しか持っていないように思

われるかもしれないが，国際比較などの際は，特に部門分割を細かく設定し分析する時ほど，

どのような処理方法が採られているかを検討する必要がある。

2９－



ＥＣ標準産業連関表においても独特な処理がおこなわれているが，それを説明する前に，

副産物の定義を見ておこう。

主生産物以外の二次的生産物は通常次のように定義される。

１副時的生産物

（subsidiaryproduct）

二次的生産物

(secondaryproduct）

２副産物一結合雄産物

（by-product）（jointproduct）

’副時的生産物：主産物'生産とは技術的関連はないが，経済性・便宜性その他の理由によ

って主産物と同じ産業（部門）で生産される。技術的関連性がないため，

副時的生産物部分に関する投入・産出をそれを主産物とする部門に振り

替えることは容易である。たとえば自動車産業で生産される飛行機エンジ

ンなどがよく例として挙げられる。これはいわゆる「副産物問題」には

入らない。

２副産物：副産物とは主産物の生産工程で主産物とともに産出される生産物をいう。圓,|時

的生産物との相違は，主産物の生産と技術的に関連している点にある。副産物

の中でも，主産物と同一の生産工程で，主産物の生産と不可分に産み出される

副産物を特に結合生産物ということがある。結合生産物は最も処理が困難な二

次的生産物である。例として，都市ガスの生産におけるコークスがよく挙げら

れる。

（副産物と結合生産物を並列的に扱っている文献もある）

日本の産業関連表では，副産物を「副産物」と「屑」に分けて次のように定義している。

「ある－つの財貨の生産に当って，特定の生産技術を前提とした場合には，目的とした財

貨のほかに，生産工程上必然的に別の財貨が－定量だけ生産されることとなる場合がある。

その財貨を主生産物として生産する部門が他にある場合にはこれを「副産物」といい，ない

場合には『屑』という」（行政管理庁編「昭和５５年産業連関表一総合解説編一」，ｐ､３７）

ＥＣ統計局の副産物定義も日本の定義と似ている。

１．単独副産物（Exclusiveby-product）

：技術的に同一部門の他の生産物とリンクして生産されるが，他の部門で生産さ
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れることはない生産物のこと（→日本では屑にあたる)。例として〆砂糖の生産

とリンクしている糖蜜が挙げられている。

２．通常副産物（Ordinaryby-product）

：技術的同一部門の他の生産物とリンクして生産されるが，他の部門でも同じも

のが生産されている場合（→日本では副産物にあたる）。石油精製の過程で生

産される水素（副産物）は，基礎化学製品部門でも水素が主産物として生産さ

れるので，通常副産物である。

３．近似生産物（Adjacentproduct）

：ある生産物が，生産方法が違うために他の部門に分類されている生産物と利用

の仕方が同じである場合，すなわち技術が異なっているために他の部門に分類

されてはいるものの，利用に関しては同じである生産物は近似生産物と呼ばれ

る。たとえば，皮靴とゴム靴などの例が挙げられている。

どのように定義するにしろ，副産物は産業連関表の仮定を満たすために振り替えられなく

てはならない。ＥＣ統計局の振り替え方法（ＥＳＡ方式）をみる前に，類似した処理方法を

採っている日本の産業連関表の場合を簡単にみておこう。

日本の産業連関表では，副産物はマイナス投入方式（それを考案したＲ・Stoneの名前を付

けてストーン方式とも呼ぶ）という処理がなされている。この方法は，副産物を発生した部

門がその副産物と同じ製品を主産物として生産し供給する部門から，副産物額分のマイナス

の投入を受けたとして処理する。

マイナス投入方式

需要部門

供給部門

Ａ部門

Ｂ部門

その他

総計

総計

１００

５０

１６０

３１０

Ｂ部門’その他Ａ部門

1００

1０ 6０

卯
一
印

1１０

1００ 1６０

たとえばＡ部門が主産物Ａ商品100単位とともに副産物としてＢ商品を10単位産出した場

合，Ａ部門はＢ商品10'単位のマイナス役人（Ｂ部門から）があったものとして記載する。Ａ

の役人総額から副産物分がマイナスされるので，投入総額はＡ商品の販売総額である行和

１００と等しくなる。一方Ｂ部門は，目部門で生産したＢ商品50単位とＡ部門で副産物として

生産されたＢ商品10単位をその他の諸部門に販売するが，Ａ部門に10単位マイナス販売する

ために，Ｂ部門の投入総額である列和50に等しくなる。このようにしてバランスが保たれる｡

3１



マイナス投入方式の特徴は，このように副産物が投入を必要としないような形で，内生部

門内で振り替えがおこなわれるため，副産物がどの部門の生産額としても計上されないこと

である。ただマイナス投入の計上という方法によって，副産物発生部門の投入構造が歪めら

れる可能性が問題点として指摘されている。また投入係数にマイナス値を検出するため，産

業連関表の分析的利用はともかく記述的利用には不適当である。

ＥＣ統計局もＥＳＡ（欧州圧|民経済計算）において，マイナス投入方式と似た方式（ＥＳ

Ａ方式と呼ぶことにする）を推奨している。根本的な違いは，マイナス投入方式のように内

生部門での振り替えをおこなわず，内生部門の外で調整をおこなう点である。

マイナス投入方式の時と同じ例を用いるならば，Ａ部門はＡ商品100単位と副産物である

Ｂ商品を10単位産出するが，副産物のＢ商品は素材的にはＢ部門の商品と同じものであるの

で，その他の部門にはＢ部門からの中間需要として記載される。しかしこれでは行和と列和

のバランスがとれない。Ａ部門は副産物を含めて実際には１１０単位生産したのに，Ａ部門か

ら他部門へは100単位しか分配されていないからである。そこで，実際の生産額の下に副産

物の振り替え（transfer）の行を設けて，副産物Ｂ商品をＡ部門からＢ部門に振り替える

のがＥＳＡ方式である。こうして列和を行和に調整している。

ＥＳＡ方式

需要部門 （総利１１１）
△し 高ｆｐ

ｌＯＯ

６０

１６０

３２０

０

３２０

Ａ部門 Ｂ部門 その他
供給部門

蕊TfLiif三Ji三
1００

6０

1１０ 5０

110

１０

１００

５０

＋１０

６０

1６０

０

１６０

生産額という行は，各部門で副産物を含め実際に生産された額を表わす。

マイナス役人方式とは違って，ＥＳＡ方式では副産物は国内生産額や総供給に計上される。

またたとえば産業連関分析をするにあたって役人係数を求める際には，分I1i2生産額ではなく，

高'１産物振り替え前の実際に各部門で生産された額で各役人額を割った数値を用いる点に注意

する必要がある。実際，ＥＣ統計局はこのようにして求めた役人係数を付帯表として公表し

ている。
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なおドイツ連邦統計局は，このＥＳＡ方式で１９７０年産業連関表まで作成していたが

］974年表以降新ＳＮＡ方式への移行が始まり，１９７８表で完全に移行している。第３部に

掲載した１９８０年産業連関表で，副産物の振り替え行に記載されているのは副産物ではなく，

政府の残余販売の振り替え額である（2.3参照）。すなわち政府および非営利民間団体が時

として行こなう営利活動（ビジネスサービス等）を民間に振り替えたものである。

ＥＣ標準産業連関表ではこのようにして副産物処理をしているが，それではマイナス役人

方式とＥＳＡ方式ではどの程度分析が異なってしまうのであろうか。日本の産業連関表は副

産物の発生部門や額に関して詳細な情報を公表しているので，日本の1980年産業連関表を

ストーン方式からＥＳＡ方式に組み替え，若干の分析を通して比較検討してみよう。

両方式の産業連関表から中間投入・需要率，及びラスムッセン係数（影響力・感応度係数）

を計算し，その数値に比較的大きな相違がある部門をまとめたのが次の表１９である。

表１．９１９８０年日本産業連関表内生７１部門表より計算した両方式の相違
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錫率一人

役中

中間需要率影）

部門 Stone方式 ＥＳＡ方式 部門 Stone方式 ＥＳＡ方式

石炭（６）

都市ガス（５５）

40.6％

53.8％

42.0％

58.0％

畜産（２）

ﾊﾟﾙﾌﾟ･紙(24）

銑鉄粗鋼(３８）

非鉄金属(41）

他輸送機(48）

％
％
％
％
％

１
０
１
８
６

３
８
２
３
４

８
９
０
９
３

１

％
％
％
％
％

１
４
４
６
６

１
３
０
９
３

８
９
０
８
３

１

マクロ値 ５４９％ 55.1％ マクロ値 51.4％ 51.5％

影響力係数圀 感応度係数”

部門 Stone方式 ＥＳＡ方式 部門 Stone方式 ＥＳＡ方式

石炭（６）

石油化学（３０）

銑鉄粗鋼（３８）

鉄鋼圧延（３９）

都市ガス（５５）

％
％
％
％
％

５
４
１
９
５

８
７
５
９
９

７
４
３
３
７

１
１
１

％
％
％
影
影

２
０
１
３
２

０
６
７
１
６

８
４
３
４
８

１
１
１

石炭（６）

石油化学(30）

化学肥料(33）

石油製品(３５）

石炭製品(３６）

銑鉄粗鋼(38）

７８０％

194.3％

65.0％

338.3％

８Ｌ１％

１９７．１％

％
％
％
％
彩
彩

６
８
１
５
０
３

●
の
●
菫
●
、
●

３
４
７
２
６
９

８
８
６
４
９
９

１
３

１



意外に乖'雛は小さい。特に中間役人・需要率はマクロ的にはほとんど同じである。比較的

大きな乖'雛がみられる部門は，中間投入率における都市ガス部門，中間需要率におけるパル

プ・紙部門と非鉄金属部門ぐらいである。中間投入・需要率に比べればラスムッセン係数は

いくつか大きな乖離が見られる。特に都市ガス部門の影響力係数Ⅸ石炭部門の感応度係数に

大きな開きが散見される。しかし，内生７１１部門を降順にソートした時の１，'間位が若干異なっ

てくるぐらいで，７１部門という全体からみれば誤差は少ない，といっていいであろう。

以上の実験から若干の部門を除けば'分析的にはストーン方式もＥＳＡ方式もさほど大きな相違

のないことがわかった。しかし記述的に産業連関表を利用する場合には，生産額や総供給等

の集計値に副産物が含まれるか否かなどの.点で，副産物発生部門と競合部門に大きな乖離が

生じることを,､｣言しておく。
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第２部ＥＣ諸国の産業連関構造分析

本編ではＥＣ統計局標準産業連関表を利用して，ＥＣ諸国の産業連関構造の分析を行なう。

用いる産業連関表はＥＣ統計局75年表と80年表であるが，ただし人手データの関係で分析す

るのは以下の産業連関表である。

(注：イギリスは1980年表を作成していないため，ＥＣ統計局もイギリスから報告のあった

１９７９年表を修正し，公表している。ここでも１９７９年表を用いている。）

構造分析は様々な手法を用いておこなったが，以下ではスペースの関係で定型的分析を

中心に紹介する。（その他の分析については別稿を期したい｡）

＜１＞中間投入・需要構造………中間投入率・中間需要率

く２＞産業部門間連関構造………ラスムッセン係数値

く３＞輸出入櫛造…………………輸出率・輸入率

く４＞E1絵'1足柵造………………スカイライン分析

く５＞最終需要の生産誘発構造…生産誘発係数・依存度

く６＞最終需要の輸入誘発構造…輸入誘発係数・依存度

各分析とも，分析手法に関して若干の解説を加えてから，分析結果及びその解説を記した。

分析には，筆者の開発した「MULTIＩ／ＯＳＹＳＴＥＭＦＯＲＥＣ」(パソコン用Ｃ言語記述）

をソフトとして用いた。このソフトは，ＥＣ標準産業連関表を始めドイツ連邦統計局表など

ＥＣ諸国の産業連関表を対象に作成されており，ユーティリティを含め約30のモジュールか

ら成り立っている。

イタリア，西ドイツ等ほぼ標準44部門表に忠実に対応している国もあるが，第１部でみた

ように，いくつかの国が部分的に対応していないために，ＥＣ諸国全体を比較するためには

部門統合が不可欠である。完全に比較可能にするためにはかなり統合せねばならず，情報の

ロスが発生する。そこで情報のロスを少なく比較可能にするには，どのように部門統合すれ

ばいいかといった問題が生じるが，ここではＥＣ標準表作成当事者であるPBoriani

(Eurostat）の意見と分析例を参考に，以下のように統合することにした。
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国名 西ドイツ イタリア フランス イギリス オランダ ベルギー デンマーク アイルラント スペイン

75年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

80年 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○



分析用産業部門

注１）EBorianiは石炭とコークス部門を分離して３５部門に統合している。

注２）このように統合しても，オランダは第２部門（石炭・コークス），デンマークは

第２部門と第12部門（自動車）が未定義である。しかしこれらの部門の活動はご

く微量（minoractivities）であり，分析上はさほど問題はないことが報告され
ている。
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部門

番号
部門名

対応する44部門

表部門番号

部門

番号
部門名’

対応する44部門

表部門番号

１

２

３

４

５

６

７

８

９

1０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

農林水産業

石炭・コークス

石油・天然ガス

電力・ガス・水進

鉄及び非鉄鉱物

非金属鉱物

化学製品・核

金属製品

農工機械

事務・情報機器

電気製品

自動車

他の輸送機械

肉・肉製品

ミルク・乳製品

その他の食料品

飲物

８
９
０
１
２
３
４
５
６
７
８
９
０
１
２
３
４

１
１
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
３
３
３
３
３

３
９

１
＋
４
５
７
８
十
、

２
６

１１

２１
３１

４１
５
６
７

１
１
１

８
９

１
１

タバコ製品 2０

繊維･衣料品’２１

皮革・靴

木材・家具

製紙・紙製品

ゴム・合成物質

他の製造業製品

建設

卸売・小売

飲食・宿泊

内陸輸送

航海・航空・補助

通信

金融・保険

不動産業

営利サービス

非営利サービス

2２

２３

２４

２５

２６

２７

２９

３０

３１

３２＋３３

3４

３５

３７

28＋36＋38＋39＋4０

４１＋42＋４３＋4４



＜１＞中間投入・需要構造一中間投入率・中間需要率一

中間材の役人・需要構造を調べるという手法は，どちらかといえば古典的手法に属する。

しかし販路構成と費用構成という観点から各産業連関部門の特性を把える上では，今日でも

重要な分析方法の一つである。

ここでは中間投入・需要比率を次のように定義する。

中間投入率(%)＝ｌＯＯｘ中間投入額（輪入含む）／国内生産額

中間需要率陶＝１００×中間需要額（輪人含む）／総供給

（両者とも各部門と経済全体（マクロ指標）で定義される）

中間投入率が高いほど，その産業は他の産業から原料役人に依存する割合が高く，付加価

値率（１－中間投入率）が低いことを意味する。すなわち中間投入率が高いほど製造産業的

であり，中間投入率が低いほど基礎産業としての性格が強い。

中間需要率は，各部門の生産物のうちどの程度が原料として各部門から需要されているか

を示す指標で，その数値が高いほど逆に最終需要として用いられる割合が低い（１－中間需

要率）ことを意味する。

まず，マクロレベルで中間投入・需要率をまとめたものが表2.1である。

表２．１中間投入・需要率

両係数とも５年間でほぼ上昇した。これは他の先進資本主義国並びに社会主義国に見られ

る傾向とほぼ同様である。一般に両比率の上昇は，社会的分業と相関，生産'性の向上と逆相

関の関係にあることが指摘されている。しかし各国別に比較すると，両係数とも国によって

開きがある。西ドイツとイギリスはほぼ等しい｡それにスペインやイタリアが続く。

フランスの中間投入・需要率は意外に低く，オランダやベルギー等の小国との間の数値を

示している。

次に両係数を部門ごとに考察するために，次のように横軸に中間投入率，縦軸に中間需要

3８－

国名 西ドイツ イタリア フランス イギリス オランダ
や

ベルギ
■

￣ デンマーク アイルランド スペイン

75年 50.7 48.3 43.4 ５０６ 4６．８ 4５６ 43.7 49.3 ×

80年 50.9 49.5 43.8 ５Ｌ５ ４８５ × 45.7 × 4８５

国名

75年

西,ﾄﾞイツ

45.9

イタ'ﾉア

43.3

フランス

39.4

イギリス

４４５

オランダ

37.3

ベルキ
己

デンマーク

3５．４ 37.2

アイルランド

39.5

スペイン

×

80年 44.9 43.5 388 ４５．１ 37.8 × 38.5 × 44.0



率をとり，マクロの中間役人・需要率によって４分割し

た象眼に，各部門の数値を書き込んで比較してみる。各

象限にある部門は，次のように大きく性格づけすること

ができる。

第１象限：中'''１財製造産業

第Ⅱ象眼：中'111財基礎産業

第Ⅲ象限：最終財基礎産業

第Ⅳ象限：最終財製造産業

各象限に実際に記入したものが，図２１である。

図をみてわかるように，各国とも通時的には若干の変

動はあるものの，象限を変更するような大きな変動を示

中
間

需 ＩⅡ

要
率

ⅣⅢ

０ 中間投入率

した部門はさほど多くはない。西ドイツが他の国より象限を変更した部門が多くなっている

のは，経済構造の変化だけではなく，産業連関表における付加価値税の取り扱い方法の変更

とも関連している。

:表2.21975年～1980'年で象限を変更した部門

オランダでは情報処理機器や'二1動車が，中間投入率を増やし製造産業の仲間入りをしてい

る。イタリアも情報処班機器が中間役人を増やし，逆に飲食・宿泊は第Ⅲ象限に移動してい

－３９－

国名 lJLiドイツ イタリア フランス

部門

電力・ガス（11→Ｉ）

電気製品（Ⅳ-ｍ）

飲料（Ⅲ→Ⅳ）

他の製造業（Ⅲ→Ⅳ）

建設（1V→Ⅲ）

航海・航空（Ｈ→Ｉ）

事務・情報（、→Ⅳ）

飲食・宿泊（Ⅳ→Ⅲ）

飲料（Ⅳ→Ⅲ）

内陸輸送（Ｉ→Ⅱ）

航海・航空（Ⅱ→Ｉ）

国名 イキ、リス オランダ デンマーク

部門

石油（ｌ→Ⅱ）

飲料（、→Ⅱ）

非鉄鉱物（ｕ→Ｉ）

事務・情報（Ⅲ→Ⅳ）

目動車（Ⅲ→Ⅳ）

航海・航空（Ⅲ→Ⅱ）

他の食料品（Ｉ→1V）



る。このようにいくつかの象限の移動が見られるが，その多くは中間投入率の変化による横

の移動（基礎産業く＝＞製造産業）であって，中間財や鮫終財という性格が変わってしまっ

たものは少ない。その他の部門については，５年間で数値の変動はあったものの，部門自体

の'性格が変わるほどの変化はなかったことを示している。

またＥＣ諸国を比較しても各部|]'１の中間投入・需要率に数値の相違はあるものの，位置

する象限は同じ部門が多い（表２．３参照）。もちろん例外もある。たとえば農林水産業（第

１部門）は多くの国で第１象限に属しているのに対し，イタリアやアイルランドでは第Ⅱ象

限に属している。すなわち中間投入率が低く，製造産業というよりは基礎産業に近い。これ

は機械化の程度や，主産物としてどのような生産物を生産しているかにもよるのであろう。

また鉄鋼部門（第５部門）はほとんどの国で第１象限に属し，中間財製造産業的性格が強い

が，アイルランドでは唯一第Ｈ象限に属し，基礎産業となっているに,事務・情報磯器（第１Ｏ

部門）も多くは第Ⅳ象限に属すが，西ドイツやフランス，ベルギーでは第Ⅲ象限に属し基礎

産業となっている。飲料（第17部門）は国によってさまざまである。オランダやスペインで

は，営利サービス（第33部門）が中間サービスとしてよりも妓終サービスとしての性格が強

く，第ｍ象限に属している。

表２８ほぼ各国で象限を共通にする部門

－４０－

【第Ⅱ象限】………中間財基礎産業

･内陸輸送（第２８部門）

･通信（第３０部門）

･営利サービス（第３３部|]']）

【第１象眼】………中間財製造産業

・エネルギー関係（第２～４部門）

･鉄鋼・非金属（第５～６部門）

･化学・金属製品（第７～８部門）

．木材・製紙・ゴム（第２１～２４部門）

･金融・保険（第３１部門）

【第Ⅲ象限】………最終財基礎産業

･飲料（第１７部門）

・タバコ製品（第１８部門）

･卸売・小売（第２６部門）

･不動産業（第３２部門）

､非営利サービス（第３４部|]']）

【第１V象眼】………最終財製造産業

･電気製品（第１ｌ部門）

･食品関係（第１４～１６部門）

．繊維・皮革（第１９～２０部門）

･その他製造業（第２４部門）

･飲食・宿泊（第２７部門）



図２．１中間投入率と中間需要率

西ドイツ(1975） 西ドイツ(1980）
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フランス(1975） フランス(1980）
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オランダ(1980）オランダ(1975）
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ベルギー(1975）
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＜２＞産業部門間連関構造一Rasmussen係数一

産業部門間の依存関係をRasmussen係数を用いて検討してみよう。この係数は周知のよ

うに，レオンチェフ逆行列（１－Ａ）－１の要素を用いて，各部門が部門全体の平均に比べ

て，影響力と感応度の点でどのようになっているかを計算したものである。

影響力係数は，ある列部門に対して１単位の最終需要があった時に，その部門から他の部

門へ生産が波及する大きさは〆部門全体の平均に比べて大きいか否かを示す係数である。￣

方感応度係数は，各列部門に１単位の最終需要があった時に，ある行部門が生産の波及によ

って受ける影響の大きさは’部門全体の平均に比べて大きいか否かを示す係数である。両係

数を数式で表わすと，次のようになる。

影響力係数……Ｕｊ＝２ｉｂＬｊ／（三ｂｉ,ｊ／ｈ）ただしＢ＝（’￣Ａ）-1
ｉＤｊ

感応度係数Ｖｉ＝易ｂｉ,ｊ／（ｚｂｉ,ｊ／ｈ）Ａは投入係数行ダリ
ｉＤｊ

逆行ﾀﾞﾘとしては，もちろん他にも［１－（１－Ｍ）Ａ］－１型などいくつか考えられるが，

ここでは（１－Ａ)－１型に限って考察することにする。

まず各国の部門係数値の大きい方から５部門を挙げて検討してみよう。

表２．４ラスムッセン係数上位５部門

【影響力係数】

－４５－

国名 西ドイツ イタリア フランス イギリス｜オランダ ベルギ
◆

￣ デンマーク ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ|スペイン

75年

鋼
融
品
品
車

製
食
動

鉄
金
乳
他
自

炭
融
鋼
品
学

食
石
金
鉄
他
化

融
品
鋼
油
機

製
送

金
肉
鉄
石
輸

乳製品

金融

他食品

肉製品

石油

金融

肉製品

乳製品

他食品

鉄鋼

融
油
車
鋼
品

動
製

金
石
自
鉄
乳

金融

石油

乳製品

肉製品

鉄鋼

金融

肉製品

乳製品

他食品

化学

×

…
鉄鋼

金融

乳製品

石油

化学

炭
融
鋼
造
品
製
食

石
金
鉄
他
他

融
鋼
品
学
品

製
製

金
鉄
肉
化
乳

乳製品

肉製品

鉄鋼

他食品

金融

乳製品

金融

肉製

他食品

化学

×

融
品
品
炭
鋼

製
製

金
乳
肉
石
鉄

×

油
鋼
品
品
車

食
製
動

石
鉄
他
肉
目



【感応度係数】

(注：各部門の正式名称については，３４部門一覧を参照のこと）

一見してわかるように，影響力係数の方は乳製品や肉製品，金融や鉄鋼などの部門が上位

５位以内を占める。一般に影響力係数は，最終財や生産迂回性の高い産業ほど高くなる傾lthl

にあり，その通りの結果となっている。それに対して感応度係数の方は，､各廉業の基礎にあ

るような産業や，産業間に仲介・介在する金融や商業などが高くなる傾'61にある。事実，ほ

とんどの国で石油・天然ガス部門が圧倒的数値（部門全体の平均を100％とした時に，ほと

んどの国で300％以上）で１位でありまた農林水産業や化学，金融や営利サービスが５位

以内に入っている。

上の表とも併せＥＣ諸国の比較をおこなうために影響力

係数と感応度係数とを関連させた，次のような図を描いて

みる。各象限は次のように性格づけすることができる。

第１象限：他部ｌｌｌへの影響力も他産業からの影響力

も大

第Ⅱ象限：他産業への影響力は小

他産業からの影響力は大

第Ⅲ象限：他部業への影響力も他産業からの影響力

も小

第Ⅳ象限：他産業への影響力は大

他産業からの影響力は小

１
１

感
応
度
係
数 Ⅱ；I

DＣ

[〕0％rl

Ld

影響力係数

－４６－

国名 西ドイツ イタリア フランス イギリス オランダ ベルギー デンマーク アイルランド スペイン

75年

油
融
業
鋼
炭

林
石
金
農
鉄
石

鋼
業
油
業
学

林
利

鉄
農
石
営
化

油
業
業
融
鋼

利
林

石
営
農
金
鉄

油
業
業
学
鋼

利
林

石
営
農
化
鉄

油
業
学
融
業

林
利

石
農
化
金
営

油
業
鋼
業
学

林
利

石
農
鉄
営
化

油
融
業
学
業

林
石
金
農
化
商

油
業
学
業
鋼

林
利

石
農
化
営
鉄

×

80年

油
鋼
業
業
学

利
林

石
鉄
営
農
化

油
業
融
業
学

利
林

石
営
金
農
化

油
触
業
鋼
炭

林
石
金
農
鉄
石

油
業
鋼
融
学

林
石
農
鉄
金
化

油
業
学
品
鋼

林
食

石
農
化
他
鉄

×

油
業
業
融
学

林
利

石
農
営
金
化

×

油
鋼
業
融
学

林
石
鉄
農
金
化



図をみてもわかるように，特に感応度係数は上位数部門について極めて高い数値を示して

おり，２００％以内におさまりきれなくなっている。ラスムッセン係数は定義より明らかなよ

うに，部門平均としては100％であり，何部門かが異常に高い数値を示すと，他の部門はそ

の分低く抑えられてしまう。実際，第Ⅲ～Ⅳ象限に属する部門が多くなっている｡さらにオ

ランダやベルギー，デンマーク，フランスなどでは第Ⅳ象限に属する部門も少なくなってお

り，全体として第Ⅲ象限に多くの部門が集中している。

各象限ごとに，各国にほぼ共通する代表的な部門を挙げたのが次の表２５である．

表２．５各象眼を代表する部門

もちろん例外もいくつか見出される。たとえば農林水産業は多くの同で第１象限に属して

いるのに，イタリアやスペインでは第Ⅱ象限に属しており，影響力が小さくなっている。そ

の他の食品（第16部門）は西ドイツやイタリア，フランス等で第Ⅳ象限に属し，感応度が

100％以下となっているのに対し，イギリスやオランダ，ベルギーなどでは大きく１００％を

上回り，他部門からの影響を受けやすい部門となっている。金属製品（第８部門）は多くの

国で第１か第Ⅳ象限に属すが，フランスでは第Ⅱ象限に属し影響力が小さくなっている。

また象限を特定化することが困難な部門もある。たとえば石炭・コークス（第２部門）や

電気・ガス（第４部門）は，各国で通時的な移動もあってまちまちである。

－４７－

【第Ⅱ象限】………影響力小・感応度大

､卸売．小売（第２６部門）

､営利サービス（第３３部門）

【第１象限】………影響力大．感応度大

･農林水産業（第１部門）

･石油・天然ガス（第３部門）

･鉄鋼（第５部門）

･化学（第７部門）

･金融・保険（第３１部門）

【第Ⅲ象限】………影響力小・感応度小

･非金属鉱物（第６部門）

･事務・'情報機器（第１０部門）

゜建設（第２５部門）

･内陸輸送（第２８部門）

･不動産業（第３２部門）

･非営利サービス（第３４部門）

【第Ⅳ象限】影響力太・感応度小

･農工機械（第９部門）

･自動車（第１２部門）

･食料品（第１４～１６部門）

･繊維（第１９部門）

・ゴム・合成物質（第２３部門）

・その他の製造業（第２４部門）



図２．２影響力係数と感応度係数
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＜３＞輸出入構造一輸出率・輸入率一

ＥＣ諸国の輸出入構造を輸出率・輸入率によって調べてみよう。輸出率・輸入率にもさま

ざまな定義があるが，ここでは以下のように定義することにする。

輸出率（％）＝ｌＯＯｘ輸出額／最終需要額

輸入率（％）＝１００×輸入額／総供給額

まず一国全体のマクロレベルで両率を計算した結果が次の表２．６である。

表２６マクロ輪'１｣人率
【マクロ輸入率】

【マクロ輸出率】

輸入率・輸出率ともほとんどの国で，１９７５～1980年の間

に高まっている。注目すべきは，オランダやベルギー，アイ

ルランドなどにおける輸出入率の高さである。特にオランダ

は総供給の２０％も輸入に依存し，最終需要のうち３４％が外

需である輸出である。ベルギーやアイルランドもほぼ同様で

あり，デンマークがそれに続いている。主要４カ国では，イ

タリアとイギリスの輸入率が高く，輸出率では西ドイツとイ

ギリスが高い。スペインは輸出入率とも一番低くなっている。

参考までに日本のマクロ輸出入率も計算してみたが，スペイ

ンの輸出率を除けばＥＣ諸国は日本より両係数とも高くなっ

ており，貿易に依存する割合が大きいことを示している。

(注：名目価格表より計算）

次に輪|Ⅱ入率の高い上位５部門を調べてみよう。結果は次の表の通りである。

5２－

国名 西ドイツ イタリア フランス イギリス オランダ ベルギー デンマーク アイルランド スペイン

75年 9.5 10.3 9.3 １２」 20.4 2２３ 1５０ 2ｑ４ ×

80年 1１．８ １２．０ 115 1２６ 22.1 × 1５．７ × 9．２

国名 西ドイツ イタリア フランス｜イギリス オランダ｜ベルギー ﾃﾞﾝﾏｰｸｹｲﾙﾗﾝﾄﾞ スペイン

75年 1９．８ 1６．９ 1５．７ 1９７ 34.5 34.7 2１５ 27.8 ×

80年 21.4 1７．４ 1７．０ 22.0 34.3 × 232 × 1０．６

日本

マクロ

輸入率

75年

６．０

80年

６６

日本

マクロ

輸出率

75年 80年

1１．４ 1２．０



表２．７輸出入率上位５部門

【輸入率上位５部門】

【輸出率上位５部門】

輸入率については，まず石油や石炭などのエネルギーの輸入率が高くなっている。西ドイ

ツでは石炭の輸入率は低くなっている（目給自足率も参照）が，石油輸入率は全部門の最高

である。その他の国でも石炭・イｉｉ[１１ともに輸入率が高い111が多い。イギリスの石１１１１輸入率は

往日に価する。1975年は４０．５％で上位５部門に入っているが，１９８０年には２５．６％と15％

も下落し，逆に輸出率が３４．３％から５４７％に上昇している。もちろんこの劇的な変化に

は，北海油田が関連している。そのほか事務機器・情報処理機器が高い輸入率を示し，上位

５部門に入っている国が多い。だいたい総供給の４０～６０％が輸入に依存している状況で，

5３－

国名 西ドイツ イタリア フランス｜イギリス オランダ
●

ベルギ
い

￣ デンマーク ｱイルランド スペイン

75年

油
造
革
維
業

製
林

石
他
皮
繊
農

炭
油
機
品
鋼

務
製

石
石
事
乳
鉄

油
炭
機
鋼
機

務
工

石
石
事
鉄
農

造
油
品
機
送

製
製
務
輸

他
石
肉
事
他

機
車
鋼
革
機

務
動

工
事
自
鉄
．
皮
農

機
造
革
油
車

務
製

動

事
他
皮
石
目

炭
鋼
油
送
学

輸
石
鉄
石
他
化

炭
造
機
油
気

製
工

石
他
農
石
電

×

80年

油
造
革
維
送

製
輸

石
他
皮
繊
他

炭
油
機
鋼
車

務
動

石
石
事
鉄
自

機
炭
油
鋼
機

務
工

事
石
石
鉄
農

機
革
鋼
車
品

務
動
製

事
皮
鉄
自
肉

炭
車
機
革
維

動
務

石
自
事
皮
繊

×

炭
鋼
油
送
革

輸
石
鉄
石
他
皮

×

機
油
機
造
気

務
工
製

事
石
農
他
電

国名 西ドイツ イギリス フランス イギリス オランダ ベルギー デンマーク アイルランド スペイン

75年

鋼
空
学
ム
炭

海

鉄
航
化
ゴ
石

鋼
空
属
炭
ム

海
金

鉄
航
非
石
ゴ

鋼
空
厩
ム
学

海
金

鋏
航
非
ゴ
化

鋼
空
学
属
ム

海
金

鉄
航
化
非
ゴ

空
鋼
学
油
業

海
林

航
鉄
化
石
農

鋼
空
属
紙
学

海
金

鉄
航
非
製
化

鋼
空
学
属
品

海
金
製

鉄
航
化
非
肉

鋼
空
属
学
業

海
金

林
鉄
航
非
化
農

×

80年

鉄鋼

航海空

化学

石炭

｜ゴム

鋼
空
属
属
ム

海
金

鋏
航
非
金
ゴ

鋼
空
ム
届
送

海
金
輸

鉄
航
ゴ
非
他

融
鋼
属
空
学

海

金
鉄
金
航
化

炭
鋼
学
油
空
海

石
鉄
化
石
航

×

鋼
空
学
属
機

海
金
務

鉄
航
化
非
事

×

鋼
空
属
ム
紙

海
金

鋏
航
非
ゴ
製



一番低い西ドイツでも２０～２５％程度を示している。鉄鋼部門における原材料等の輸入や，

農工機械や自動車等の製造業完成品も高い輸入率を示している国が多い。イギリスは食料品

の輸入が多いことで有名であるが，ここでも肉製品が上位に顔を出している。

一方輸出率では，ほとんどの国で鉄鋼が一番大きな率を示している。これはもちろん，国

内需要としては最終需要より中間需要としてのｲ'Ⅲ]の方が大きいため，最終需要の中では輸

出需要の割合が高くなることとも関連している。サービス部門では航海・航空・補助輸送が

大きな輸出率を示しており，各国とも上位に入っている。他に製造業では化学製品やゴム・

合成物質（プラスティック等）が輸出率が高い。イギリスではサービスの金融・保険が特に

高くなっているが，これは大きな在庫変動が関連している。オランダやアイルランドでは農

林水産業、デンマークでは肉・酪農製品等の輸出率も高くなっておりここにも各国事情を

みてとることができる。

最後に輸出入の地域構成がどのようになっているかをみておこう（図２．３参照）。ＥＣ域

内との輸出人割合が極めて高くなっているのが，オランダ，ベルギー，アイルランドである。

特にアイルランドの輸出先は，８０％以上（1975年現在）がＥＣ域内である。輸出入がＥＣに

依存した経済であることをみてとることができる。ＥＣへの１輸出割合が一番低いのはイギリ

スであるが，1975～1980年にかけてＥＣとの関係が深まるにつれ，約10％ほど伸びている。

他の国が適時的にはあまり大きな輸出械成比の変化を示していないこともあって，イギリス

の輸出地域構成の変化は目だつ゜フランスは主要国の中ではＥＣ域内への輸出割合が一番高

く，デンマークやスペインとほぼ同じ水準である．一方輸入の地域構成は’1980年当時まだ

ＥＣに加盟していなかったスペインが一番低い。イギリスは輸出と同様に，1975～1980年に

かけてＥＣ域内からの輸入割合が増加した。また輸入率でも，主要国でもっともＥＣからの

輸入割合が高いのはフランスである。フランスを含め西ドイツやオランダでは，1975～1980

年にかけてＥＣ域内からの輸入割合が若干減少した。

5４－



輸出入の地域構成比図2.3

輸出地域購成比(1975） 輪11}地域構成比(1980）
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＜４＞自給自足構造一Skyline図表分析一

前節では輸出入構造を調べたが，本節ではさらにレオンチェフの開発したスカイライン図

表分析によって，ＥＣ諸国の自給自足構造を検討してみよう･

スカイライン図表には次の３つの計算値が必要である。

（１）国内最終需要（含輸入）を国内で完全に自給自足すると想定した際に直接・間接に必

要とされる生産額ＹＦ

ｉｅ ＹＦ＝（１－Ａ)~１ＸＦＤ

（２）輸出（外需）を完全に国内生産した際に直接・間接に必要とされる生産額ＹＥ

Ｌｅ・ Ｙｂ＝（１－Ａ)-lxＥ×

（３）輸入を完全に国内生産した際に直接・間接に必要とされる生産額ＹＭ

ｉｅ Ｙｍ＝（１－Ａ)-1Ｘ１Ｍ

（ただし，ＸＦＤは国内最終需要ベクトル，ＸＥェは輸出ベクトル↑ＸＩＭは輸入ベクト

ルを表わすものとする□現実の国内生産額は，ＹＦ＋ＹＥ－ＹＭによって求められ

る。）

自給自足率は，(1)で求められる各部門自給自足額（仮想）をそれぞれ100％としたときに，

(2)の輸出誘発額数値の(1)に対する比率（影）を求めて上乗せし，それから(3)の輸入代替誘発

額数値の(1)数値に対する比率（％）を差し引いたものである。すなわち，

第ｉ部門自給自足率（影）＝１００×（１十（ＹＥｉ／YFi）－（YMi／YFi）｝

このようにして求めた各部門自給自足率を縦軸にとり，また

横軸には各部門の生産額をとったものがスカイライン図表であ

る｡すなわちまず各部門のＹＦ数値を１００％の水準に設定する。

これに外需によってどの程度内需を越える生産が誘発されてい

るかを示す割合を各部門100％水準に加える（図表上限）。こ

の水準から輸入によってどの程度国内生産が代替されているか

を示す数値を差し引いた（図の斜線部分）ものが）各部門の現

在の自給自足率を示すものとなる。このように各部門の自給自

足率を求め，横一線に並べると，あたかも摩天楼のスカイライ

ンに似た光景を示すことからスカイライン図表と名づけられて

腱

； ％](］

いるが肛特に国際比較の際には視覚的にその相違が捉えられるために，有効な分析手法とな

っている．

まずＥＣ諸国の自給自足率を，各国ごとに高い部門から５部門抽出してみよう。
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表２．８自給自足率上位５部門

(注：各部門の正式名称は部門一覧を参照されたい）

さらに図2.4のスカイライン図を参照することによって，各国ごとの相違が明確となる。

いくつかの部門について具体的にみてみよう。

（１）農林水産業（第１部門）

…西ドイツやイタリア，イギリス，ベルギーで100％を割っている。特に西ドイ

ツ，イギリスでは70％水準でＥＣ諸国内で一番低い。それに対して，デンマー

クが一番高く，オランダやアイルランドも１００％を越えている｡デンマークや

アイルランドでは，農林水産業の自給自足率は国内各部門のうち高い方から５

位以内に入っており，また特にアイルランドでは国内生産額に占める農林水産

業の比重が一番大きくなっている。フランスはほぼ１００％で》輸出による誘発

を輸入代替が相殺している。なお通時的には各国ともさほど変動がない。

（２）石油・天然ガス（第３部門）

…ほとんどの国で100％を大幅に割り込んでいる。特にアイルランドは35影で，

ＥＣ諸国の中では最も低い。イギリスやオランダが最も高く，100％前後の

水準にある。ほとんどの国が1975～1980年で自給自足率を低下させたが，イ

ギリスのみが大幅に上昇させている。これは北海油田における石油増産と関

連している｡

（３）鉄及び非鉄鉱物（第５部門）

…1975年時点で自給自足率が100％を越えている国は，西ドイツ，イタリア，

－５７

国名，西ドイツ イタリア フランス イギリス オランダ ベルギー デンマーク アイルランド スペイン

75年
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フランス，ベルギーであるが，1980年には西ドイツだけとなる。西ドイツを含

めほとんどの国で５年間で低下している。石油・天然ガスと並んで，輸入代替

部分（斜線部分）が大きい。

(4)農工機械（第９部門）

…西ドイツ，イタリア，イギリスで高い数値を示している。特にこの３国の場合

国内各部門のうち自給自足率の高い方から５位以内に入っている。自給自足率

が100％以下の国はオランダやスペイン等で，アイルランドでは37％である。

1975～1980年の間にフランスでは自給自足率が下落し，デンマークでは上昇し

ている。

(5)自動車（第12部門）

…西ドイツ，イタリアフランスで高い数値を示している。イギリスの場合は，

1975～1980年の５年間で100％以下の水準に低下した．オランダ，デンマーク

ベルギー等では100％を割っている。

(6)肉製品（第14部門）

…酪農国であるデンマークで顕著に高い数値を示しており（1975年で157％，

1980年で154％），国内生産額に占める割合も高くなっている。その他では，

アイルランド（1975年：150％）やオランダ（1975年：134％，1980年：１２６

％）も高い。西ドイツやイタリア，フランス，イギリスでは100％以下の水準

である。

(7)乳製品（第15部門）

…イタリアやイギリス,ベルギーなどでは100％を割り込んでいる。西ドイツや

フランスでは100％以上の水準であるが，国内生産額に占める割合は極めて少

ない。肉製品と同じで，やはりデンマーク，アイルランド，オランダで高い水

準を示している。

(8)繊維・衣料品（第19部門）

…100％以上の水準にあるのは，イタリア，フランス，ベルギー，スペインであ

るが，イタリアで国内生産額の大きな割合を占めている。またフランスでは７５

～80年で100％以下の水準に低下した。

(9)木材・家具（第２１部門）

…ＥＣ諸国ではほとんどの国で自給自足率が100％以下であり，かろうじて１００

％を多少上回っているのはイタリアであるに，

5８－



00）航海・航空等（第２９部門）

…スカイライン図表のサービス部門の中で，各国とも飛び出した形状を示している。

またほとんどのＥＣ諸国で100％を越える水準にあり，特にデンマークやベルギ

ーで高い。オランダは75～80年にかけて大きく落ち込んでいる。

その他全体的特徴としては，西ドイツやイタリアは製造業を中心として自給自足率が100

％を越える部門が多く，フランスやイギリスはそれよりは全般的に低くなっている。オラン

ダやベルギーはスカイライン図表の凹凸が極めて激しくなっている．デンマークは農林水産

業と食料品関係のみが製造業で100％を越えており，酪農・農耕を中心とした経済構造が看

取される。アイルランドのスカイライン構造も，デンマークと類似している。その他，スペ

インは部門全体の凹凸がＥＣ諸国では一番少なく、輸出入に依存する割合が他のＥＣ諸国に

比べると少ないことを示している。

5９－



図2.4スカイライン図表

川ドイツ(1975 r1
L｣2,0％

50％

Lｆ
！

ljlＩ
…

》
⑫
一
睡
勿
四
瘤
勿
璋
馳
鰯
醒
哩
邑
－
－
－
」L’’

００％

：
50ﾂバ

虹

区』

200％，イタリア(1976

509f；
！

1ｍllil

lｉ
鍵

liI Ｉ［
00％

50粥

＄

ZOO，;；２００％

5091；150甥

Ｉ iｌＩ 「 iｌＩ
|｜
鰯｜

’ L’
00％００黙

|｜[
50％ 50％

６０

M１，，１１１胸,iMM剛,I”
ｌｌ１ｌｆ１llJlJ1LllhMLM11L1L鵲JMhMJ,LＬＨ

i:iliil
W園iii!;乳jfi_ｌｌｉｉｉｉｉＺｌ

ｌＪＩｌ（１）１
０酉２６Ｚ７鋤29謎３$｡２型

￣
吻
輯
跡
痴
齢
邑

Ｚ

；
一



2009%

lliij
150％

iili
’

’

腔
吻
脇
賜
鰯
腰
鰯
擁
－
１
‐
‐
．

ｉ
Ｉ

100％

'１ |’
■
「5０，６

画

オランダ(1980）オランダ(1975）2001汁 200％

［ Lii lｉ
150％ 150％

蟇：

…
ｒ
Ｐ
ｌ
ｌ
ｌ Ｉ［ Ｉ

１００％ 00％

弓00賂 50％

1300％

Ｉ
50％

霧

iｉ
Ｉ

Ｉ
00％

１ [50ﾂｶﾞ

６１

Mi1IMiiim,I,iL慶鐵ル
’１１
１２』

|i鰯1111

ｌｌＩＩｌⅢＩ１ｌＭｌﾋﾞﾙJMMALJl』LLjUiLLH3H）

園



ベルギー(1975）200％

』蕊
150％

ＩＩ
100％ １

１

Ｉ

１
Ｉ
ｌ

50％

Ｉ「
’
１
－
ｍ

；llliil

6２



く５＞最終需要の生産誘発構造一生産誘発係数・依存度－

ここでは，従来日本でおこなわれてきた輸出の中には輸入は含まれない（輸入品の再輸出

は考慮しない）という想定のもとに，輸入係数を次のように定義する。

ｍｉ＝Ｍ１／｛（ＡＸ兆十Ｆｉ｝………･……（１）

ｍｉを対角要素とする輸入係数マトリックスをＭとし，(1)式をマトリックスで表わせば，

Ｍ＝Ｍ（ＡＸ十Ｆ）…･……………………..（２）

一方需給バランスは，

Ｘ＝ＡＸ十Ｆ＋Ｅ－Ｍ……………………（３）

であるから，(2)式を(3)式に代入してＸについて解くと，

Ｘ＝［１－（１－Ｍ）Ａ］－１［（’一Ｍ）Ｆ＋Ｅ］

（ただしＡは投入係数行列，Ｉは単位行列，Ｍは輸入係数対角行列，

Ｆは国内最終需要行列，Ｅは輸出ベクトル，Ｘは国内生産額列ベクトルとする）

この関係を利用して，国内生産額が最終需要のどの項目によってどのくらいの額が誘発さ

れているかを検討しよう。すなわち逆行列は波及効果の係数表でもある（ラスムッセン係数

を想起されよ）ので，逆行列に最終需要の各項目をかければ，各最終需要が誘発した生産額

が求められる。ただし，誘発額自体は各国通貨単位で計算されＥＣ諸国の比較ができないの

で，ここでは１単位の最終需要がどの程度生産を誘発するかを表わす生産誘発係数(誘発額／

最終需要額）と，全体の誘発額に占める各最終需要項目の誘発額割合を示す生産誘発依存度

を比較しよう。

まず次の表２９は，各国の産業連関表より最終需要の生産誘発係数を求め一覧表にしたも

のである。各国共通する点は，輸出（ＥＣ域内と域外）が国内生産額を誘発する率が一番大

きくなっている点である。しかも地域別ではＥＣ域内への輸出の方が誘発係数が大きい。国

内最終需要の中では，総固定資本形成の方が消費支出より大きい国と，逆に消費支出が総固

定資本形成よりも大きい国とに分かれる。前者の代表は西ドイツであり，後者の代表はデン

マークである。一般に小国では個人消費の方が資本形成よりも生産を誘発する率が高くなっ

ており，さらに個人消費よりも政府消費の方が高い。それに比べ西ドイツやイタリア，イギ

リスなどの主要国では資本形成が最も高く，政府消費の誘発係数は一番小さくなっている

(西ドイツは例外的に政府消費の方が個人消費より高い）。1980年当時はまだＥＣに加盟して

いなかったスペインは，どちらかというと大国のタイプに属する。特に輸出の誘発係数は，西

ドイツと並んで高くなっている。最終需要全体の生産誘発率は，７５年から80年にかけて多く

の国で低下している。これは，在庫変動を除けば最終需要項目の多くが誘発率を通時的に低

下させていることと関連している。

－６３－



表２．９岐終需要の生産誘発係数
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ilLiドイツ 個人消費 政府消費 資本形成 在庫変動 域内輸出 域外輸出 全体

75年 1．５３ 1５７ 1.77 0．５７ １９７ 1.97 1.67

80年 １．４９ １５０ 1．６１ Ｌ２７ 1.93 Ｌ９１ Ｌ6０

イタリア 個人消費 政府梢f1i 資本形成 在庫変動 域内1輸出 域外輸出 全体

75年 1．５３ 1．４１ 1．５７ －０．２１ Ｌ8９ 1.87 1.59

80年 １４９ 1.38 159 1.53 1.90 1.86 1．５６

フランス|個人消費 政府消費 資本形成 在庫変動 域内輸出 域外輸出 全体

75年 1.47 1.40 1．４７ 1．０５ 1.7］ Ｌ７０ １５０

80年 1．４１ 1３６ Ｌ４１ lＪ９ 1.69 Ｌ6８ Ｌ4４

ｲギリス 個人消費 政府消f1i 資本形成 在庫変動 域内輸出 域外輸出 全体

｛
の
Ｃ
１ｆ５７

1．５０ 1.48 1．６１ 1.64 185 1．８５ Ｌ５８

79年 1.54 Ｌ5５ 158 3．３８ L8６ 1．８６ 1.59

オランダ 個人消費 政府消ｆｌｆ 資本形成 在庫変動 域内輪|j二１ 域外輸出 全体

75年 1．１６ 1.26 １０６ －０．５８ 1.48 Ｌ4６ 127

80年 1．１２ 1.26 114 ０７５ 1４６ １４５ 1２５

個人消費 政府滴iHi 資本形成 在庫変動 域|ﾌﾞ]輸出 域外輸出 全体

75年 1.27 １３８ 1．２２ Ｌ７２ １６８ 1５４ 135

80年 Ｌ２７ 1．３７ 1.2］ 0.86 １７４ 1．５８ 1．３７

アイルランド 個人消費 政府梢f1i 賢本形成 在庫変動 域内輸出 域外輸出 全体

75年 1.24 1.29 Ｌ1０ 012 Ｌ６４ Ｌ５３ 1.34

ベルギー 個人消費 政府消 資本形成 在庫変動 域内!|iiii出 域外輪 全体

75年 ＬＯ８ 125 1．０５ ０９７ 1．４１ 136 1２０



以上の誘発係数は，一種の1k陸誘発の効率を表わす指標であるが，次に実際に誘発された

生産額のtMi成比はどうなっているかを表わす生産誘発依存度を考祭してみよう。図２．５は各

産業連関表より計猟した最終需要生産誘発,依存度を，わかりやすいようにPI]グラフにしたも

のである。ただし少額で変動の激しい在庫変動はグラフから除外してある。

このグラフを見ると，各国の生産がヅ直接の最終需要だけではなくその蚊終需要によって

誘発される間接的な需要も含め，どの鎧終需要に根本的に依存しているのかが明確となる。

ＥＣ諸国の｢'－１でも国内の個人消貨に岐も多く依存しているのは，スペイン（1980）である。

実に国内生産額の約60％を個人消費が誘発していることになる。逆に輸出に依存する割合は

一番低くなっている。イタリアとフランスは，ほぼ似たような生産誘発榊造である。ともに

国内個人消費への依存度はＥＣ諸国中でスペインについで高く，国内生産額の約50％を個人

消費が誘発している。西ドイツやイギリスの場合は，イタリアやフランスよりは個人消費に

依存する割合が小さく，輸出に依存する割合は逆に高くなっている。輸出はＥＣ域内・域外

で約25％に達している。イギリスは75年から80年にかけて，ＥＣ域内へのIljili出が生産を誘発

する割合が高まっており，経済がＥＣに統合されてゆく過程を示している。さらにイギリス

の場合は，政府jiLif1iへの依存度も高くなっている。オランダやベルギーやアイルランドでは，

ＥＣ域内への輸出に対する依存度が顕著に高く，個人消費に等しいか，それに次ぐものとな

っている。いかにＥＣに依存した経済構造であるかを示している。ＥＣ域外への輸出も含め

れば，オランダやベルギーでは輸出（外需）が国内個人消費を上回っている。デンマークの

場合は若干鞭怖か異なっている。輸出に依存する割合は，西ドイツやフランス等よりは高い

が，オランダやベルギーほど大きくはない。政府消費に依存する割合がＥＣ諸国中で鼓も高

くなっている。

通時的には、ＥＣ諸国は輸出への依存を若干深め，個人消費への依存度の減少を相殺した

ということができる。

6５－

政府消費 資本形成 在庫変動 域内輸出 域外輸出 全体

80年 1６１ 1.34 1.64 1．７０ 1９５ 193 1.62



図2.5最終需要の生産誘発依存度
(在庫変動を除く）
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＜６＞最終需要の輸入誘発構造一輸入誘発係数・依存度一

前節では，最終需要が生産を誘発する構造を中心にＥＣ諸国の比較を試みた。第２部最後

の分析として，ここでは最終需要によって誘発された生産が今度はどのぐらい輸入を誘発し

ているかを考察しよう。

各最終需要項目の輸入誘発額は，次のように国内最終需要と輸出に分けて求めることがで

きる（詳細は行政管理庁（1984）等を参考）。

生産誘発構造のところで説明したように，逆行列は［１－（１－Ｍ）Ａ］-1型を用い，

輸出には輸入が含まれないと想定しているので，

Ｍ＝Ｍ（ＡＸ十Ｆ）ただしＭ＝ｄｉａｇ｛ｍｉＬｍｉ＝Ｍｉ／（ＡＸｉ＋Ｆ１）

ところで国内生産額と最終需要項目との間には次のような関係があるので，

Ｘ＝［１－（１－Ｍ）Ａ］－１［（１－Ｍ）Ｆ＋Ｅ］

この式を上式に代入し整理すれば（Ｂ＝［’一（１－Ｍ）Ａ］－１とする），

Ｍ＝［ＭＡＢｕ－Ｍ）＋Ｍ］Ｆ＋ＭＡＢＥ

各国内最終需要が誘発輸出が誘発
した輸入額した輸入額

このようにして各最終需要項目の誘発した輸入額を求めることができるが，誘発輸入額そ

のものは各国通貨単位で計算され比較ができないので，輸入誘発係数（各最終需要項目１単

位が何単位の輸入を誘発するかを表わす）と輸入誘発依存度（全体の輸入誘発額に占める各

最終需要項目の誘発輸入額割合を示す）を中心に考察してみよう。

まず次の表２．１０は，ＥＣ諸国の最終需要輸入誘発係数を各産業連関表から計算し，一覧表

にしたものである。各係数は，最終需要の各項目１単位によって誘発される輸入の単位数を

意味している。生産誘発係数の場合は各国とも輸出が一番高くなっていたが，輸入誘発係数

はほとんどの国で輸出よりも個人消費や固定資本形成の方が高くなっている点がます目につ

く。在庫変動を除けば，固定資本形成の輸入誘発係数が一番高く，次に個人消費，輸出，政

府消費と続く国が多い。例外はデンマークで，個人消費よりも輸出の方が輸入を誘発する率

が高くなっている。政府消費の輸入誘発係数は，生産誘発係数と比べてもわかるように，驚

くほど低い。適時的には輸入誘発係数は各国で上昇しており，この点は生産誘発係数と比べ

ると対照的である特に輸出による輸入誘発率が伸びている。

表２」０最終需要輸入誘発係数

80壬

6９－

西ドイツ 個人消費 政府消費 資本形成 在庫変動 域内輸出 域外輸出 全体

75年 0．２０ 0.08 0２０ ０５２ 0．１６ 0．１６ 017

80年 0.24 0．０９ 0.23 0４９ 0．２１ ０２０
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イタリア 個人消費 政府消費 資本形成 在庫変動 域内輸出 域外輸出 全体

75年

80年

０．２１

0２３

0．０６

0．０７

0．２１

0.24

1.18

0．３６

0．１７

0．２０

０．１８

0２１

0.18

0．２１

フランス １，１j１人jiljf1i 政府消費 資本形成 在庫変動 域内輸出 域外jliii出 全体

75年 0.16 ０．０６ 0.19 0．６９ 0.15 0．１５ 0.15

80年 ０１９ 0.07 0.22 ０．４４ 0.18 0J８ 0.19

イギリス

75年

個人消費

0.24

政府消費

0．１１

資本形成

０．２９

在庫変動

0．３９

域内輸出

0．２３

域外輸出

0.22

全

０．２２

体

79年 0．２４ O」２ 0．３２ －０．０４ 0.22 0.20 0.23

オランダ 個人消費 政府消費 資本形成 在庫変動 域内輸出 域外輸出 全体

75年 0.36 ００９ 0.43 １．１３ 0.33 033 0.33

80年 0．３７ 0.14 0．４２ 0．９１ 0．３９ 0．３７ 0.36

ベルギー 他|人消費 政府消費 資本形成 在庫変動 域内輪１１１ 域外輸出 全体

75年 Ｕ３７ ().0９ 0.43 0．４６ 0．３７ 0.35 ｑ３５

デンマーク 個人消費 政府消費 資本形成 在庫変動 域内輸出 域外輸出 全体

75年 ０．２５ ｑＯ８ ０３３ 0.04 ０．２７ 0.28 0.24

80年 0.28 0．１０ ０３５ 0．４２ 0２９ 0.30 0.26

アイルランド 個人消費 政府消費 資本形成 在庫変動 域内輸出 域外輸出 全体

75年 0.36 0.09 0．４３ 0．７５ ０３２ 0．３４ 0．３２

スペイン 伯|人消費 政府消費 資本形成 在庫変動 域内輸出 域外輪 全体

80年 ｑｌ７ 0．０６ 0.20 0．２３ 0.17 ().２０ 0．１６



次に輸入額全体に占める各最終需要項目の輸入誘発額割合を示す，輸入誘発依存度を考察

してみよう。図２６は，少額で変動の激しい在庫変動による輸入誘発を除いた残り５項目の

依存度を円グラフにしたものである．

イタリア，フランス，スペイン等で個人消費による輸入誘発が肢も大きくなっている。そ

の分輸出（外需）による輸入誘発割合は小さくなっている。|ノリドイツやイギリスでは輸出や

政府消費による輸入誘発がそれより若干多く，個人消費による誘発割合は50％強といったと

ころである。特にイギリスの政府消費による輸入誘発割合は，ＥＣ諸国の中では一番大きな

ものとなっている。一方オランダ，ベルギー，デンマーク，アイルランドなどは．ＥＣ諸国

への輸出が輸入を誘発する割合が，他の国に比べて極めて大きくなっているが，その分個人

消費による輸入誘発は少なくなっている．また固定資本形成が誘発する輸入も大きい。通時

的にはさほど大きな輸入誘発構造の変化は起きてはいない。しかし各国ともＥＣ諸国への輸

出に依存する割合が若干増えており，個人消費に依存する割合は多少減少している。

最後に，各最終需要項目によって誘発される輸入は，ＥＣ域内からの輸入が多いか，ＥＣ

域外からのものが多いかを検討しておく。図２７は，各最終需要項目が誘発する輸入を，Ｅ

Ｃ域内からの輸入と域外からの輸入との構成比がわかるよう棒グラフにしたものである。西

ドイツやフランス，イタリア，イギリス，さらにデンマーク，スペインなどでは，ＥＣ域外

からの輸入を誘発する割合が高い項目が多くなっている。とはいっても，各岐終需要項目と

もほぼ40％程度はＥＣ域内からの輸入であり，ＥＣの経済的連関の強さを輸入誘発構造にも

うかがうことができる。特に固定資本形成が誘発する輸入の50％以上が，ＥＣ域内から調達

される国が多くなっている。またオランダやベルギー，アイルランドでは，各最終需要項目

の誘発する輸入の実に60～70％がＥＣ域内に向かっており，ＥＣとは緊密な関係となってい

る。1986年にＥＣに加入したばかりのスペインは，1980年当時はまだＥＣ域外との関連の方

が強かったこともうかがうことができる。適時的には1975～80年にかけて，ＥＣ域内と域外

の構成がほとんど変わらないか，ＥＣからの誘発輸入が若干低下した[Ｋ１がほとんどの中で，

イギリスでは各最終需要項目が誘発するＥＣ域内への輸入割合が噌加している。ＥＣに1973

年に加盟したイギリスが，ＥＣ諸国との経済的関連を深めている－つの徴候とみることがで

きるであろう。同様に1973年に加盟したデンマークも，微弱ながらＥＣ諸国への最終需要の

輸入誘発割合を高めている。

７１



図2.6最終需要の輸入誘発依存度
(在庫変動を除く）

ＥＣ域

（９

個人消費
（55.5％〉

固定資

（１９． 消費

9％）

、つじ

(6.9)㈱
(６．１筋）

Ｅ

ＥＣ域内

（6.69〃
ＥＣ域

（７．

固定資本

形成

'119.59笏）

固定資本１

（19.15W６

個人消費
（(Ⅱ１．１９１r；１

消費

５９６）政

（．
(4.2ﾀirj）

ＥＣ域内

（８．３１:ｌｆｆ

個人消費

（55.8％１

固定資本形
（２１．９'７'１

消費

､4兜１

(１Ｊi'i;;〉(`1.7％）

7２－



ＥＣ

（ｌ

ＥＣ域内輪

（6.12;）

個人消費

（51.99i;）固定資本

形成

（20.1％）

資本:)膠月

艘
勿

、
１
９

(8.3沼） (8.7％）

消費
９レバ）ＥＣ域

（２３．

ＥＣ域内

（２５．２？個人消費

（43.3ﾂﾞｸﾞﾌﾞ）

(１６．５弾） (４．６９);）<３．４％｢）

デンマーク（１９７５） テ､ンマー ク（198())１

肖費

､３Qiij）
Ｅ

Ｅ

個人消費

（１５．６蝿）

政府消費

（６．７ダパ）
政府消費
（７．７，７？）

7３－



⑰

汀へ

Ｅ

個人消費

(4252門)固定資ＥＣ域内輸出

（25.41fl）
(23. １２

賛

f;）

画

アイルランド(1975）

Ｅ

識
Ｉ
肖
侮

．
Ⅱ
１

政府消費
（3.4％）

7４－



蕊
図2.7最終需要輸入誘発額の地域構成比
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